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第 1 章 緒 論 

1.1 応力測定の重要性 

機械や構造物が静的荷重で破壊することは稀であり，ほとんどの破壊原因が

繰返し荷重の作用による金属疲労である（1.1）．したがって，機械・構造物に対

する設計には，損傷許容設計（1.2）やフェイルセーフ設計（1.2）などに代表される

ように，繰返し荷重が作用しても構成要素が破壊しない設計法が多く取り入れ

られている．このような設計法を有効に機能させるためには，破壊力学，構造

材料の疲労き裂進展特性，非破壊検査技術などの知識が不可欠であり（1.3），稼

働中の部材に作用する繰返し応力の把握が必要となる．また，金属材料の疲労

破壊は，応力集中部などの局所的な領域から発生した疲労き裂が，繰返し数の

増加とともに進展して最終的に破壊に至る場合がほとんどである．したがって，

疲労き裂の発生起点となる応力集中部などの微視的領域の繰返し応力を把握す

ることが重要となる．さらに，構成要素表面の応力集中部は二軸応力状態とな

ることが多く（1.4），この場合，材料の疲労強度は，せん断ひずみエネルギー説（1.5）

や最大せん断応力説（1.6）に基づく等価応力（1.7）を用いて評価されるため，主応

力と最大せん断応力を求めることが必要である． 

このような応力やひずみを求める手段としては，実験的手法と計算的手法が

ある．最近では，FEM（Finite Element Method）に代表されるシミュレーション

技術が飛躍的に向上しており，設計時の強度計算にも多くの場合で取り入れら

れている．しかしながら，FEM では設定したモデルの境界条件を把握する必要

があるが（1.8），多くの機械要素では，それが正確に決定できない場合もある．

したがって，境界条件を仮定して得られた FEM による解析結果の妥当性を検

証する場合でも，実験的手法により応力やひずみを計測する必要がある． 

以上の観点から，機械要素に作用する応力やひずみを実験的に計測すること

は，機械・構造物の安全な使用のために重要な課題であるといえる． 

 

1.2 疲労挙動の把握に必要な応力状態 

 多くの疲労損傷が機械要素表面近くの結晶内で最大せん断応力に支配されて

発生する疲労すべり線から始まるという事実から，特に要素表面の応力状態が
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重要となる．また，実際稼働している機械のほとんどの部材は曲げ‐ねじり組

合せ負荷を受ける．一例として図 1.1 に示す円周溝を有するシャフトは，溝か

ら離れた表面では式（1.1）で表す二軸応力状態となるが，溝部などの形状変化

をともなう表面では，式（1.2）に示す二軸応力状態となることが多い（1.9）． 

 

231 0 σσσ >=> ， (C<0) (1.1) 

0321 =>> σσσ ， (C>0) (1.2) 

 

上述の二つの応力状態の最大の違いは，第 1 主応力σ1 と第 2 主応力σ2 が同符号

か異符号かである．この違いは一般的に二軸応力比 C（=σ2/σ1）の正負で表さ

れることが多い． 

 

 

Fig.1.1 Biaxial stress condition of a grooved shaft 

 

例えば，σ1，σ2 の絶対値の大きさが同じであっても，C の正負によりき裂進

展速度や疲労寿命に差異が現れることが報告されている（1.10）．C<0 の場合に対

しては，σ1 が同じでも，σ2 の影響によってき裂進展速度が大きくなることから，

σ2 を考慮したき裂進展速度の評価モデルを構築している報告も多く見られる

（1.11）~（1.17）．一方，C>0 の場合は，σ2 が大きくなるにつれて，き裂進展速度が

小さくなることが報告されている（1.10）（1.18）．したがって，まず機械要素表面の

応力状態が式（1.1），（1.2）のどちらに当てはまるか判断することが応力測定

では重要となる．その上で，部材に生じる主応力σ1，σ2 を用いて，Mises 等価

応力（1.7）などを求め，材料の疲労強度と比較して安全性の評価を行うことにな

σ2 

σ1 σ2 

σ1 

MB MB 

σ1 σ2 

σ1 σ2 MT 

MT 
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る．  

 また，図に示すシャフトはトルク伝動部材として利用されることも多く，そ

の場合は回転曲げ‐静的ねじり組合せ負荷を受けることもある（1.19）（1.20）．この

場合，回転曲げにより繰返し曲げ（垂直）応力が，静的ねじりにより静的せん

断応力が生ずることになる．繰返し曲げ応力に静的曲げ応力が重畳する場合の

ような疲労試験は，現在まで多くなされており，Goodman 線図のような疲労寿

命を評価する方法が提案されている（1.21）．一方で，繰返し曲げ応力に静的せん

断応力のような異種の静的負荷が重畳する試験は，あまり行なわれていない．

このような負荷に対する試験結果では，材料の疲労強度はあまり変わらない

（1.20），あるいは低下する（1.22）という報告もある．また，疲労き裂の発生方向（1.23），

成長モードき裂への遷移時期や遷移時のき裂長さ（1.24）にも静的応力が影響する

ことが報告されている．すなわち，異種の静的負荷は疲労き裂に何らかの影響

を及ぼす可能性が高いといえる．このような負荷条件に対し，損傷許容設計な

どを適用するためには，き裂進展速度を調査し，その評価方法を確立する必要

がある．しかしながら，き裂進展速度に着目して調査した報告はあまり見られ

ない． 

 以上のことをまとめると，疲労に対する安全性を確保するために，以下のこ

とが求められる． 

 種々の応力状態において，材料の疲労挙動に影響を及ぼす応力成分を把握

する． 

 応力測定では，C の正負により疲労挙動が異なるため，C の正負を判別す

ることが必要となる． 

 応力測定では，疲労安全性評価において重要となる最大せん断応力τmax と主

応力σ1，σ2 を検出できなければならない． 

 機械要素表面の局所領域に作用する応力を正確に把握する．すなわち，応

力測定法としては，高い分解能が必要となる． 

 

1.3 銅めっき応力測定法（1.25）の特徴 

 機械要素の応力やひずみを把握するために様々な実験的応力解析法が開発さ

れている（1.26）．その中で，電気抵抗線ひずみゲージは，動的ひずみの測定や記
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録が容易であることから，現在最も広く利用されている．しかしながら，電気

抵抗線ひずみゲージは以下の短所もある．①シャフトのような回転体の応力を

測定する場合，スリップリングなどの煩雑な素子を用いてゲージとひずみ計を

接続する必要がある．②曲げ‐ねじり組合せ応力状態に対し測定を行うために

は，主応力方向が未知であるため，3 個のひずみゲージを組み合わせたひずみ

ロゼットを用いる必要がある．したがって，この場合には測定領域の増加につ

ながるため，き裂の発生起点となるような応力集中箇所などの局所的な応力測

定には必ずしも有効であるとはいえない． 

一方，このような欠点を補うことが可能であると考えられるのが銅めっき応

力測定法である．本手法は厚さ 10µm~20µm の銅めっきを施した機械要素，あ

るいは電着銅薄膜を接着した機械要素に繰返し荷重が作用すると，電着銅に組

織変化，すなわち再結晶現象が生ずることを利用する．この再結晶粒子は銅薄 

膜に電解研磨とエッチングを施すことより図 1.2 に示すように光学顕微鏡を通

じて肉眼で観察でき，熱的再結晶粒子と区別するため成長粒子と呼ばれる．粒

子の粒径が 10µm～100µm であるため，応力集中部などの局所的な領域に対す

る適用性が優れており，また，銅薄膜厚さも非常に薄いため，応力集中箇所の

複雑な形状変化に対する追従性も高い．すなわち，本手法は機械要素表面の局

所領域の応力測定に適しているといえる． 

 

 

 
 

Fig.1.2 Grown grains appeared in electrodeposited copper foil 

100µm 
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従来の研究から，粒子の成長過程は速度過程（1.27）に従うことが明らかにされ

ている（1.28）（1.29）．すなわち，電着銅は格子欠陥といった転位組織を比較的多く

有するが，繰返し荷重が与えられることにより，転位組織が移動し，電着銅を

構成する原子が元の状態からより安定な配列に移行することで再結晶を起こす．

転位の移動を支配するのが最大せん断応力τmax であることから，成長粒子発生

密度 r*とτmax の関係を速度過程で表せることが明らかにされている（1.29）．図 1.3

に種々の曲げ‐ねじり組合せ状態における繰返し数Nと成長粒子の発生密度 r*

の関係を示す．なお，グラフ中の破線は速度過程より導かれる構成式（1.29）であ

り，実線は最小二乗法による近似直線である．この結果は，任意の繰返し数 N 
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Fig.1.3 Relationship between r* and N (SUS430) 
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に対し，粒子の発生密度 r*を計測すれば，τmax を正確に検出できることを示し

ている． 

以上のことから，銅めっき応力測定法の特徴をまとめると以下のようになる． 

 成長粒子の平均粒径が 10µm～100µm であるため，局所領域の応力測定に適

している． 

 疲労すべり挙動を支配する最大せん断応力τmax の検出が可能である． 

 材料の疲労初期段階に起こるすべり線の発生は，材料の転位の移動より起

こるので，転位の移動により発生する成長粒子の挙動を観察すれば，材料

の初期疲労の程度を把握することができる． 

銅めっき応力測定法は上述の利点を有するが，以下のような問題点もある． 

 式（1.1），（1.2）に示す C の符号判定ができない． 

 r*-τmax-N 関係は，ほとんどの場合 C<0 の負荷条件で行なわれており，C>0

の負荷に関しては検証されていない．すなわち，成長粒子は 3 次元的に成

長するものであり，成長粒子発生密度 r*による二次元的なパラメータを用

いることが必ずしも妥当であるとは考えられない． 

 τmax の検出は可能であっても，き裂の進展を支配する主応力σ1，σ2 の検出

が不可能である． 

 

1.4 本論文の構成 

本論文では，まず銅めっき応力測定法の問題点を解決し，利点を発展せるた

めに研究を行った．次に，回転曲げ‐静的ねじり組合せ負荷に対し，銅めっき

応力測定法ならびに新たに提案した手法を適用させるための研究を行なった．

最後に，繰返し曲げ‐静的ねじり組合せ負荷に対し，切欠きから発生した表面

疲労き裂の進展挙動を調査し，き裂進展速度を支配する破壊力学パラメータに

ついて検討した． 

本論文はこれらの内容に，緒論，結論を合わせて 7 章からなっている． 

第 1 章は緒論であって，本論文の目的および概要を述べている． 

第 2 章（1.30）は，銅めっき応力測定法において，C の符号を判定できるように

する研究を行った．すなわち，C が正・負の両場合における 3 次元的な応力状

態によって粒子成長方向に差異が生ずることを利用し，C の符号判定を行った．
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次に，C が正・負の両場合に対し，r*-τmax-N 関係を調査し，r*に及ぼす C の符

号の影響について検討を行なった． 

第 3 章（1.31）は，銅めっき応力測定法の欠点の一つである主応力σ1，σ2 の検出

が不可能である問題を解決する方法を提案した．粒子成長方向が最大せん断応

力τmax の作用方向と一致することに着目し，C が負の場合に対し，σ1，σ2 の検

出を可能にした．次に，統計的手法により，本手法を用いて主応力を測定する

際に必要とする測定領域についても検討を行い，局所領域の応力測定が行なえ

る銅めっき法の特徴を失うことなく，σ1，σ2 を検出できることを示した． 

第 4 章（1.32）は，EBSD（Electron back scatter diffraction）法を用いた二軸応力

の測定方法を提案した．粒子成長が最大せん断応力τmax に支配されることから，

成長粒子は外部応力に依存した集合組織をもつ可能性が高い．したがって，C

が負の場合に対し，成長粒子の結晶方位を EBSD 法より観察することで，成長

粒子のすべり方向の C 依存性を明らかにし，結晶方位から C を検出する方法を

示した．また，微小領域の結晶方位解析において最も分解能の高い EBSD 法を

用いたことで，局所領域の応力測定に適している特徴を格段と発展させた． 

第 5 章（1.33）は，回転曲げ負荷に静的ねじり負荷が重畳した場合に対し，銅め

っき応力測定法を適用させるために研究を行なった．このような負荷は時間と

ともにせん断応力が最大となる面が変動する特徴があり，非比例負荷（1.34）～（1.36）

のように疲労すべり挙動が活性化する可能性がある．すなわち，疲労すべり挙

動と関連性の深い成長粒子の発生状況に影響を及ぼす可能性がある．したがっ

て，静的ねじり負荷が成長粒子の発生および成長に及ぼす影響を調査し，銅め

っき応力測定法がこのような負荷条件に適用できることを明らかにした． 

第 6 章（1.37）は，繰返し曲げ負荷に静的ねじり負荷が重畳した場合に対し，表

面に発生した疲労き裂の進展挙動について調査し，異種の静的負荷がき裂進展

速度に及ぼす影響を明らかにした．その上で，このような負荷に対し安全性評

価を行うために，破壊力学的パラメータを用いたき裂進展速度の評価方法を提

案した． 

第 7 章は結論であり，各章で得られた結果を総括した． 
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第 2 章 粒子成長方向を利用した二軸応力比の符号

判定方法(2.1) 

 

2.1 緒 言 

機械要素表面は通常自由表面であり，この面はσ3=0 の二軸応力状態となる

（2.2）．また，緒論でも述べたように，二軸応力比 C の正負によって疲労挙動が

異なることから（2.3），応力測定を行なう上で二軸応力比 C を知ることが非常に

重要となる．ここで，両応力状態における主応力σ1，σ2 の基礎式は次式となる． 

 

max1 1
2 τσ

C−
= ,  12 σσ C= ，(C≦0) (2.1) 

max1 2τσ = ,  12 σσ C= ，(C≧0) (2.2) 

 

材料の疲労強度評価で特に重要となるのはσ1 であるが，C>0 の場合はτmax が求

まれば，直ちにσ1 を求めることができる．このことから，銅めっき応力測定法

は成長粒子の発生密度 r*よりτmax の測定が可能であるため（2.4），C の符号さえ

判別できれば，σ1 も検出できることになる．また，σ2 は疲労損傷にあまり寄与

しないため（2.3），必ずしも検出する必要はない． 一方，C<0 の場合は，σ2 はき

裂進展速度に大きく寄与するため（2.3），検出する必要があるが，τmax に加えて，

C を検出しなければσ1，σ2 の測定が不可能である． 

また，τmax を測定するために必要な成長粒子の面積増加速度は，C<0 となる

場合において調査されている場合がほとんどであり，C>0 となる場合の試験は

ほとんど行われていない．しかしながら，後述のように C の符号の正負により

τmax の作用方向が異なれば，粒子の成長方向が異なり，面積増加速度にも差異

が生じると考えられる． 

以上の観点から，本研究では，粒子の成長方向に着目し，C の符号を判定す

る手法について研究を行なった．さらに，粒子成長方向の差異が成長粒子の面

積増加速度に及ぼす影響を明らかにした． 
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2.2 二軸応力比の符号判定方法 

機械要素表面に接着する電着銅薄膜は厚さが非常に薄いため，薄膜の応力状

態はσ3=0 の平面応力状態と見なせる．図 2.1 に C が正と負となる両応力状態の

モールの応力円を，図 2.2 に薄膜の応力状態と粒子の成長モデルを示す．モー

ルの応力円から，C<0 の場合，最大せん断応力τmax はσ1 とσ2 が作用する薄膜の

平面内に生じるのに対し，C>0 の場合はσ1 とσ3 が作用する薄膜の厚さ方向に生

じることがわかる（2.5）．したがって，τmax の作用方向に粒子成長が起こるとすれ

ば，C の正負により粒子成長方向が異なることになる．すなわち，図 2.2 の概

略図に示したように，繰返し負荷後，銅薄膜表面に電解研磨とエッチングを施

せば，C<0 の場合には銅薄膜の平面内に粒子が成長し，その成長軸は 90°の位

相をもった形で現れると考えられるが，C>0 の場合は銅薄膜の厚さ方向に 90°

の位相をもって成長するため，平面内では位相をもたないと考えられる．した

がって，この成長方向の違いを利用することで C の符号が判断できる可能性が

非常に大きい． 

また，成長粒子の発生密度 r*を利用して，式（2.1），（2.2）中のτmax を測定す

るための基礎式は次式で与えられる（2.4）． 

 

q
dN
drp +=

*logmaxτ  (2.3) 

 

ここで，dr*/dN は，成長粒子の面積増加速度であり，p，q は薄膜に固有の定 

数である．図 2.2 のように粒子成長方向が異なれば，同じτmax に対しても C の

正負により dr*/dN に差が生じ，式（2.3）の p，q の値が異なる可能性がある．

したがって，応力測定を実施するには，この点も明らかにしておく必要がある． 

 

2.3 実験装置および実験方法 

2.3.1 電着銅薄膜の作製 

銅薄膜は表 2.1 に示す条件より，硫酸銅浴中で鏡面仕上げを施したステンレ

ス板にめっきを施し，電着部を剥離したものとした．後述の各章においても同

様な手法により銅薄膜を作製した．この銅薄膜を切り出し，ひずみゲージ用瞬
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間接着剤（KYOWA CC33A）より試験片に接着し，実験に用いた． 

 

 

     
(a) C<0              (b) C>0 

Fig.2.1 Stress state in copper foil depicted by Mohr’s stress circle 

 

 

 

    

(a) C<0              (b) C>0 

 

Fig.2.2 Schematic diagram of grain growth in copper foil 
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Table 2.1 Composition of plating solution and plating condition 

 

Copper sulfate 5hydrate  CuSO4 5H2O 250 g 

Sulfuric acid  H2SO4 80 g 

Distilled water  H2O 1000 g 

Current density 176 A/m
2
 

Bath voltage 0.8 V 

Plating time 40 min 

Thickness 22 µm 

 

2.3.2 試験片および試験機 

試験片は表 2.2 に示す機械的性質をもつチタン合金より作製した．図 2.3 に

C<0 の場合の試験片の形状と銅薄膜の接着位置を示す．C<0 の試験は，本試験

片を用いて，図 2.4 に示す曲げ‐ねじり治具が取付けられたシェンク式疲労試

験機により，完全両振り（応力比 R＝σmin/σmax＝-1）， 周波数 60Hz にて実施し

た．ここで，試験片表面を二軸応力状態にするために，試験片の取付け角度ϕ 

を変えることにより，C<0 となる種々の二軸応力比 C を実現した．  

 

Table 2.2 Mechanical properties of Ti-6Al-4V alloy 

Proof stress [MPa] Tensile strength [MPa] Elongation [%] 

946 1033 15.2 

 

一方，C>0 となる試験は，円板の軸対称曲げ（2.6）を参考にし，図 2.6 に示す

試験治具に図 2.5 の円板状試験片を取付けて，電気油圧制御式疲労試験機によ

り下から大きな曲率の凸形状を有するポンチで円板を圧縮するようにした．こ

の場合，C は円板の中心からの距離により異なるため（2.6），銅薄膜接着箇所は

C=1 となる円盤の中心部と，C=0.8 となる中心から 10mm 離れた場所とした． 

いずれの試験片に対しても，予め銅薄膜接着箇所の応力状態をひずみロゼッ

トにより計測した．表 2.3 は，各実験条件に対して得られた C の値を示す．な
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お，いずれの試験機でも試験周波数は 60Hz としたが，応力比 R はシェンク式

疲労試験機（C<0）で，R＝-1（完全両振り）であるのに対し，電気油圧制御式

疲労試験機（C>0）では，R＝0（完全片振り）と異なる．しかしながら，成長

粒子の発生と増加に及ぼす平均応力の影響はほとんどないことが明らかにされ

ていることから（2.7），本実験でも R の影響はないと判断した． 

 

 

 

 

 

 

Fig.2.3 Geometry and dimensions of smooth specimen 

 

 

 

 

Fig.2.4 Bending-torsion apparatus 

 

94 

110 

4-φ 6 

13
 

30
 

T 

Copper foil 

ϕ 

MT 
MB 

T 

T 



 

 14 

 

 

 

Smooth specimen (C>0) 

Fig 2.5 Geometry and dimensions of test specimen 

 

 

 

 
 

 

Fig.2.6 Axial bending of disk type specimen 

 

Table 2.3 Biaxial stress ratio for each experimental condition 

Machine type Shenck type Servo hydraulic 

ϕ [°] 30 60 90  

C -0.16 -0.52 -1 0.8 1 

P.C.D 100 

φ 120 

8-φ 6.5 

t=4mm 

R
72

2.
5 

Specimen fixing block 

Pinhole for positioning 
φ 76 

Copper foil 

φ 120 

Punch block 

1.
0 

Specimen  

30
 

5 
35

 
φ 80 

Copper foil 
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2.3.3 粒子成長方向の測定方法 

表 2.3 に示す各 C に対して，試験片に作用する最大せん断応力τmax と繰返し

数 N を種々に設定して，繰返し負荷試験を実施した．試験終了後，銅薄膜に電

解研磨とエッチングを施した画像を光学顕微鏡（200 倍）にて撮影した．この

原画像を画像処理ソフト（MITANI Corp. WinROOF）により二値化処理を施し

て粒子成長方向θ *と成長粒子の発生密度 r*を計測した． 

図 2.7 にθ *の測定モデルを示す．多くの粒子は楕円形に近い形状に成長する

ため，θ *は画像を取り込む際の基準軸（C<0 の場合は組合せ応力の作用方向，

C>0 の場合は半径方向）と成長粒子の主軸（断面二次モーメントが極小値とな

る軸）とのなす角度（0≦θ *≦π）と定義した． すなわち，θ *は次式で表され

る（2.8）． 

 

yx

xy

II
I

θ
−

−
= − 2

tan
2
1* 1  (2.4) 

 

ここで，Ix，Iy は各軸の断面二次モーメント，Ixy は断面相乗モーメントである．

なお，θ *の測定は，成長粒子の発生密度 r*が 10%前後の画像を用い，他の粒子

と結合していない粒子を測定対象とした． 

 

 

 
Fig.2.7 Definition of grain growth direction θ * 

 

2.4 実験結果および考察 

2.4.1 粒子成長方向を利用した二軸応力比の符号判定方法  

図 2.8 には発生した成長粒子の一例を示す．C<0 の場合，最大せん断応力τmax  

Principal axis of the grown grain 

Grain growth direction θ * 

Grown grain 

Longitudinal direction of specimen 
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C=-0.16              C=-0.52                                                                                                                                                                            

     

C=0.8               C=1 

Fig.2.8 Grown grains occurred in the copper foil 

 

の作用方向も図示した．図から C<0 の場合，多くの粒子は二つのτmax の方向に

成長し，成長軸は 90°の位相をもっていることが確認できる．一方，C>0 の場

合，成長粒子に方向性はあるものの，明確な成長軸の位相差は認められない． 

そこで，各場合に対するθ *の相対度数分布を図 2.9，図 2.10 に示す．図には

測定対象とする成長粒子の個数 m も示した．C<0 の場合は，応力状態が平板の

中央で一様となり，比較的広範囲で成長粒子の観察が行えるため，m＝150 個の

計測も可能である．しかしながら，C>0 の場合の応力状態は軸対象となるため，

応力状態がほぼ同じとなる領域は小さくなる．したがって，成長粒子が同程度

発生する領域も小さくなるので，C<0 と同程度の m の値にするために，複数回

の試験を実施した． 

図から，C<0の場合，ピーク値が90°毎に発生する分布となることがわかる．

また，m＝50～150 の範囲では，分布形に特に大きな差は認められない．このよ

うな傾向は，C<0 の他の実験条件に対しても確認できた．一方，C>0 の場合で  

100µm 100µm 

100µm 100µm 

τmax τmax 
τmax 

τmax 
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Fig.2.9 Relative frequency distribution of grain growth direction (C<0) 
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  (c) C=-1 

Fig.2.9 Relative frequency distribution of grain growth direction (C<0) 
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Fig.2.10 Relative frequency distribution of grain growth direction(C>0) 
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(b) C=1 

Fig.2.10 Relative frequency distribution of grain growth direction(C>0)  

 

は，C<0 のときのような分布の特徴は認められず，おおよそ一様な分布となる．

図 2.2 に示したような厚さ方向への粒子成長の相違を調査することは，薄膜の

厚さが非常に小さいため困難であるが，最大せん断応力の作用方向の相違が主

な原因で，このように分布の特徴に差が生じたと推測できる． 

図 2.9，図 2.10 の結果をもとに，定量的に C の符号を判定する方法を検討し

た．C<0 の場合のθ *の分布の周期性を表現するために，分布形を次の正弦関数

で近似する． 

 

01
1

1 *2sin*)( fc
b

af +







+= θπθ  (2.5) 

 

ここで，f (θ *)はθ *の相対度数 [%]，a1 は振幅を表す定数 [%]，b1 は周期を表

す定数 [°]，c1 は初期位相（θ *＝0 のときの位相）を表す定数 [rad]，f0 は縦軸

方向へ関数の平行移動量 [%]である． 
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図 2.9，図 2.10 には，式（2.5）により得られる曲線を表示した．図から C<0

の場合，近似式はθ *の相対度数分布の周期性をうまく近似できているとみなせ，

m＝50～150 ではほぼ同じ曲線となる．各実験条件に対して得られた係数 a1，

b1 の値を表 2.4 に示す． 

まず，b1 の値に注目すれば， C<0 の場合，いずれもほぼ 90°に近い値とな

っている．一方，C>0 の場合は，m がいずれの場合においても，90°とかなり

異なる値となった．また，明確な周期性が表れる C<0 の場合は，C>0 の場合と

比較して a1 の値も大きくなる．この a1 と b1 の特徴は，m＝50 の場合でも十分

に確認できる．ここで，C の符号を判定するために有効なパラメータは，a1 と

b1 であると考えられる．本測定法の基礎となる r*の計測は，通常 5 箇所の画像

の平均値が採用される．前述したとおり，1 つの画像から最低 10 個程度の粒子

の成長方向が調査できるので，測定に必要な画像は，5 枚程度で十分というこ

とになる．すなわち，応力測定に必要な領域は従来と同じであり，微小領域の

計測ができる本手法の特徴を損なうことはない． 

以上の結果から，C の符号の判定は以下のようになる．本実験の範囲では，

C<0 の場合，すべての b1 の値が 90°±15°の範囲内に入ることが確認できた．  

したがって，C の正負が未知の場合の測定値に対し，まずこの範囲内に b1 の値

があるか確認する．これを外れるようであれば，C>0 と判断できる．また，C>0

の場合でも b1 の値が偶然に 90°程度になる場合もありえる．そこで，次に a1

の値を比較して，表 2.4 に示すような高い値（a1 >2.5）であれば，C<0 であり，

そうでなければ，C>0 と判断できる．なお，本実験では，C<0 の場合，θ *を計

測するときの基準軸を試験片の長手方向に固定したが，上述のようにピークの 

 

Table 2.4 Experimental coefficients in equation (2.5) 

m 
C=-0.16 C=-0.52 C=-1 C=0.8 C=1 

a1 b1 a1 b1 a1 b1 a1 b1 a1 b1 

50 2.82 85.89 4.45 91.32 4.44 91.88 1.71 20.96 1.68 51.80 

100 2.77 85.45 4.70 91.63 4.66 94.61 1.18 18.08 1.32 21.52 

150 2.69 90.46 4.66 94.44 4.93 96.57  1.49 12.49 
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程度 a1 とピーク間隔 b1 を調べるだけであれば，基準軸を任意の方向に選んで

も差し支えないことになる．このように，本手法により C の符号が判定できる

ので，式（2.2）により主応力σ1 の計測も可能となり，銅めっき応力測定法の適

用範囲を向上させたといえる． 

 

2.4.2 成長粒子発生面積の増加速度  

次に，C が正と負の各場合に対して得られた成長粒子の発生密度 r*と繰返し

数 N との関係を図 2.11 に示す．図から，C<0 の場合，従来から報告されている

ように，r*は最大せん断応力τmax と繰返し数 N に支配され，r*-N 関係は C の如

何に関わらずほぼ一つの直線で表される（2.4）．  
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Fig. 2.11 Relationship between r* and N 
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ここで，C が正と負の両場合の r*-τmax -N 関係より，dr*/dN の平方根とτmax

の関係を片対数紙により図 2.12 に示す．図から，τmax が同じでも，C>0 と C<0

では，面積増加速度 dr*/dΝ は C>0 のほうが C<0 よりも小さくなることがわか

る．すなわち，面積増加速度は C<0 の場合，成長粒子は薄膜の平面内に成長す

るため，成長速度も大きいのに対して，C>0 の場合では，薄膜の厚さ方向に成

長するため，平面内での成長速度も小さくなると考えられる．したがって，応

力測定を精度よく実施するためには，まず，C の符号判定を行なった上で，C<0

と C>0 の各場合に対し，式（2.3）中の定数 p，q の値をそれぞれ求めておく必

要がある． 
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Fig. 2.12 Relationship between τmax and dNdr *  

 

2.5 結 言 

銅めっき応力測定法について，二軸応力比 C の符号を判定するために，薄膜

内に発生する粒子の成長方向に着目した方法について検討した．また，C の符

号が相違した場合の成長粒子の面積増加速度を調査し，粒子成長方向の相違が

及ぼす影響について検討した．得られた結果を要約すれば，以下のようになる． 

 τ
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（１） C<0 の場合，粒子成長方向θ *の相対度数分布は，ピーク値が 90°毎に

発生する分布となるが，C>0 の場合，おおよそ一様な分布となる． 

（２） C<0 の場合の相対度数分布を正弦関数で近似し，近似式中の係数 a1 と b1

を利用すれば，C の符号を判定できる． 

（３） C の符号を判定するために対象とする成長粒子の個数 m は 50 個程度で

十分である． 

（４） τmax が同じ場合，C>0 と C<0 では，成長粒子が発生し始める繰返し数は

ほぼ同じであるが，面積増加速度 dr*/dN は C>0 のほうが C<0 よりも小

さくなる．これは，粒子成長方向の相違によるものであると考えられる． 
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第 3 章 粒子成長方向を利用した主応力測定方法（3.1） 

 

3.1 緒 言 

機械・構造物の疲労損傷には最大せん断応力と主応力が大きく関与すること

から（3.2）~（3.4），疲労に対する安全性を評価するには主応力の検出が欠かせない．

前章では二軸応力比 C の符号が異なる応力状態に対し，粒子成長方向に生じる

差異を利用することで，C の符号判定を可能にした．したがって， C>0 の場合，

成長粒子の発生密度 r*より，最大せん断応力τmax を測定すれば，主応力σ1 の検

出も可能となる（3.5）． 

一方，C<0 に対しては，前章で示したようにτmax に加えて C を測定する必要

がある．このため，微小な円孔を銅薄膜に作製し，円孔縁から発生する成長粒

子を利用することで主応力振幅を計測する方法が提案されている（3.6）（3.7）．しか

しながら，この方法で主応力振幅を検出するためには，次のような問題点があ

る．①複数個の円孔を対象とするので，十数平方 mm の測定領域（分解能）が

必要となる．これは成長粒子の大きさに比較してかなり大きな領域といえる．

②円孔から離れた箇所に発生する成長粒子の密度と円孔縁に発生する成長粒子

の分布形状（または発生割合）を同時に計測する必要があり，測定の簡便さの

観点から十分とはいえない．そこで，本章では C<0 に対し，上述の問題点を克

服するため，円孔のない薄膜のみを用いて主応力振幅を計測できる新しい方法

を提案した． 

粒子の成長過程はせん断応力に支配されるため，粒子は最大せん断応力の作

用方向に優先的に成長すると考えられる．したがって，次節で詳しく述べるよ

うに最大せん断応力の作用方向と主応力の間には弾性学的に固有の関係が成立

することから，粒子成長方向から最大せん断応力の作用方向を検出すれば，主

応力振幅の測定が可能となる．この方法では，円孔が不要なため，従来よりも

小さい領域の応力を計測でき，また 1 枚の画像のみで成長粒子の密度と成長方

向を同時に計測できるので，先に述べた問題点①，②を克服するための有力な

手段であるといえる． 

以上の観点から，本章では，種々の二軸応力比のもとで，銅薄膜に繰返し負
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荷試験を実施し，粒子成長方向を画像処理ソフトにより計測し，粒子成長方向

から主応力を検出する方法を提案した．さらに，実用的観点から，主応力を検

出するために必要な測定領域を統計的手法により求めることで，本手法による

分解能の向上について検討した． 

 

3.2 二軸応力の計測方法 

 C<0 の場合，主応力σ1，σ2 と最大せん断応力τmax の関係は前章で示したよう

に C を用いて次式で表される． 

 

max1 1
2 τσ
C−

= ， 12 σσ C=   (C≦0) (3.1) 

 

すなわち，C<0 ではτmax に加えて C を決定しなければ，主応力σ1，σ2 を求める

ことができない．一方，銅めっき応力測定法は成長粒子の発生密度 r*よりτmax

の測定が可能であるため（3.8），主応力の検出は C を決定することに帰着する． 

図 3.1 に実際の機械要素に多く作用する曲げ‐ねじり組合せ応力状態（3.9）と

そのモールの応力円を示す．組合せ応力の作用方向（機械要素の長手方向）と

σ1 の作用方向とのなす角度をΘとすれば，Θと C との関係は次式で表される． 

 

C
C

−
+

= −

1
1cos

2
1 1Θ  (3.2) 

 

さらに，組合せ応力の作用方向とτmax の作用方向とのなす角度をΘ *とすれば，

モールの応力円より常に次式が成立することがわかる． 

 

πΘπΘΘ
4
3

4
++= ,* ，(0≦Θ *≦π)  (3.3) 

 

ここで，成長粒子の発生は冷間加工された銅の熱的再結晶と同様の現象であり， 
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(a) Biaxial stress state of bending and torsion (C<0) 

 

 
(b) Mohr’s stress circle of biaxial stress state (C<0) 

Fig.3.1 Biaxial stress state of machine element  

 

 

転位の移動により生ずる現象であると考えられている（3.10）．すなわち，粒子成

長は転位の移動を支配するせん断応力に依存し，その成長速度はめっき層に作

用する 3 次元最大せん断応力の方向に最も大きいと考えられる．C<0 の場合，

図 3.2 に示すように 3 次元最大せん断応力は主応力σ1，σ2 の方向を二分する薄

膜の平面内に生ずるので，多くの粒子はこの方向に成長し，90° の位相をもつ

と考えられる．したがって，粒子成長方向よりΘ *を検出できれば，式（3.1），

（3.2），（3.3）より C およびσ1，σ2 を検出できる． 
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Fig.3.2 Schematic diagram of grain growth in copper foil 

 

3.3 実験装置および実験方法 

3.3.1 試験片および試験機   

本章においても前章の C<0 の場合と同じ試験片（図 2.3），疲労試験機を用い

て，完全両振り（応力比 R＝σmin/σmax＝－1），周波数 60Hz にて繰返し負荷試験

を実施した．ここで，試験片表面を二軸応力状態にするために，前章と同じよ

うに曲げ‐ねじりジグ（図 2.4）を疲労試験機に取り付け，試験片の取付け角

度ϕ を変えることにより，種々の二軸応力比 C を再現した．表 3.1 には，ひず

みロゼットにより得られた試験片取付け角度ϕ に対する二軸応力比 C の値を示

す． 

 

Table 3.1 Biaxial stress ratio for each attachment angle 

ϕ [°] 15 30 45 60 75 90 

C -0.05 -0.16 -0.33 -0.52 -0.72 -1.0 

 

3.3.2 実験方法 

表 3.1 に示す二軸応力条件において，試験片に作用する最大せん断応力τmax

＝55MPa とし，粒子成長が起こる適度な繰返し数 N を設定し，繰返し負荷試験

を実施した．試験終了後，銅薄膜に電解研磨とエッチングを施し，光学顕微鏡

τmax1-2 

 

τmax1-2 
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 σ1  

 

Electrochemically polishing 
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（200 倍）にて画像を撮影した．この原画像を画像処理ソフトにより二値化処

理を実施し，粒子の成長方向θ *を測定した．  

 

3 4 実験結果および考察 

3.4.1 粒子成長方向を利用した二軸応力測定法   

図 3.3 に発生した成長粒子の一例を示す．図には，最大せん断応力の作用方

向も示した．図からほとんどの粒子がτmax の作用方向に成長しているのが確認

できる．すなわち，成長粒子は核生成後の成長段階においてτmax の作用方向に

大きく依存するといえる．ここで，粒子成長方向θ *のτmax の作用方向依存性を

定量的に評価するため，各 C の実験結果に対して，θ *の相対度数分布を調査し

た．図 3.4 には得られた結果の一例を示す．図には測定対象とした粒子数 m と

表 3.1 の C および式（3.2），（3.3）より得られるΘ *も示した．図からいずれの

C に対してもθ *の相対度数分布のピーク値がΘ *の付近に発生することが確認

できる．また，ピーク値の位相はほぼ 90°であることも確認できる．したがっ 
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Fig.3.3 Grains grown in the copper foil 
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Fig.3.4 Relative frequency distribution of grain growth direction (C<0) 
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Fig.3.4 Relative frequency distribution of grain growth direction (C<0) 
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Fig.3.4 Relative frequency distribution of grain growth direction (C<0) 
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て，θ *の相対度数分布のピーク値を定量的に求めて，これをΘ *に等しいとみ

なせば，式（3.2），（3.3）より C を求めることができる．そこで，相対度数分

布の周期性を表すため，前章と同じように分布形を次の周期関数で近似する． 

 

01
1

1 *2sin)( fc
b

af +







+=∗ θπθ  (3.4) 

 

表 3.2 に各 C に対するそれぞれの定数の値を示す．また，図 3.4 には式（3.4）

による近似曲線を示してある．図に認められるように，式（3.4）による近似曲

線のピーク値はΘ *とよく一致することが確認できる．したがって，式（3.4）

をθ *に関して微分し，その式をゼロとした次式を用いれば，θ *のピーク値

θ *peak を求めることができる． 

 







 −

+
= 1

1
peak 2

14
2

* cnb π
π

θ   (n=1, 2, 3,…) (3.5) 

 

Table 3.2 Experimental coefficients in equation (3.4) 

C -0.05 -0.16 -0.33 -0.52 -0.72 -1.0 

a1 1.59 2.09 3.64 4.26 4.64 4.77 

b1 92.40 87.77 86.29 93.91 93.61 94.22 

c1 4.11 2.91 2.47 2.57 2.08 1.83 

f0 2.75 2.77 2.72 2.91 2.96 3.00 

 

図 3.5 には，C<0 となる各二軸応力比 C に対して上式より得られたθ *peak を

示す．図には，式(3.2)，(3.3)によるΘ *の理論曲線も示した．図から，θ *peak は

Θ *の理論曲線とよく一致していることがわかる．したがって，本手法を用いれ

ば，C を精度よく見積もることができ，その結果，各主応力振幅σ1，σ2 も精度

よく求めることが可能となる． 
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3.4.2 測定対象粒子数の検討   

 前節で述べた手法によりΘ *を計測する場合，測定対象とする粒子数 m が多

いほど精度が高くなる．しなしながら，微小領域の計測ができる本手法の特徴

を損なうことなく，簡便に測定を実施するためには，できるだけ少ない m によ

り必要な精度を維持するのが望まれる．そこで，本節では統計的手法により計

測に必要な粒子数について検討した．図 3.4 に示す相対度数分布のピーク値を

中心に左右 45°の範囲内の領域に着目する．すなわち，θ *の相対度数分布の周

期が 90°であることから，この領域の範囲内の実験データを一つの母集団と考

えた．そこで，この領域内の累積相対度数を正規確率紙により図 3.6 に示す．

なお，測定対象とした粒子数はそれぞれの C に対して 250～1300 個であり，分

布の特徴が十分に表される数とした．図から，いずれの C に対しても，θ *の累

積相対度数が正規確率紙上で線形に近いことから，領域内のデータは次式の確

率密度関数 fnormal で表される正規分布とみなすことができる． 

 

( )






 −−=

2

2normal **
2
1exp

2
1 θθ

π ss
f  (3.6) 

 

ここで，s， *θ は母集団の標準偏差と平均である．正規分布に従う母集団から

m*の標本を抽出した場合，m*個の標本の平均θ *m の分布形は母集団と同様に正

規分布となり，その平均と標準偏差はそれぞれ *θ ， */ ms となる（3.11）．した

がって， *θ を基準とした場合， θ *m の誤差が δ [%]とすると， θ *m が

)01.01(* δθ ±× の範囲内にある確率を求めることができる（3.12）．例えば，信頼係

数を 95％とすれば，m*は次式により求めることができる． 

 

δθ 01.0*
*

96.1 ×=
m
s  (3.7) 

 

表 3.3 には，δ＝3，5，7％において得られた m*の値をまとめて示す．  
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Fig.3.5 Relationship between θ *peak and C 
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Fig.3.6 Grain growth direction plotted on normal probability paper 
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Table 3.3 Number of necessary grains m* (Confidence value: 95%) 

C -0.05 -0.16 -0.33 -0.52 -0.72 -1.0 

δ [%] 

3 601 330 182 71 48 44 

5 217 117 66 26 18 16 

7 111 61 34 13 9 8 

 

そこで，表 3.3 に示した m*個のデータをランダムに抽出し，その算術平均θ *m

をΘ *と見なして，式（3.1），（3.2），（3.3）より主応力σ1 を求めると，図 3.7 と

なる．なお，式（3.1）のτmax は繰返し負荷試験中に設定した 55MPa とした．図

には， )01.01(* δθ ±× から得られるσ1 の誤差範囲も示した．さらに，τmax＝55MPa

の場合に対する式（3.1）の理論曲線も表示した．図から，上述の統計的手法に

より得られた粒子数 m*を用いて求めたσ1 の測定結果が指定した誤差範囲内に

あることが確認できる．また，理論曲線ともよく一致している．したがって，

表 3.3 に示す測定対象粒子数 m*を用いれば，指定した精度で主応力振幅を測定

することが可能であるといえる．また，m*が最も大きい C＝-0.05，δ＝3%の場

合でも，おおよそ 9mm2 の測定領域しか必要とせず，従来の円孔を用いた手法

の約半分の大きさの銅薄膜で主応力振幅を計測できる． 

 

3.5 結 言 

電着銅薄膜を利用した応力測定法について，従来では薄膜に円孔を作製しな

ければ主応力振幅を計測することができない場合（二軸応力比 C<0）に対し，

粒子成長方向に着目することで，円孔を作製しなくても主応力振幅が検出でき

る手法について検討した．また，粒子成長方向から主応力振幅を求めるために

必要な粒子数について検討した．得られた結果を要約すれば，以下のようにな

る． 

（１） 粒子成長方向θ *は最大せん断応力の作用方向Θ *に依存し，θ *の相対度

数分布は，ピーク値が 90°毎に発生する周期性を示す． 

（２） 相対度数分布を正弦関数で近似し，そのピーク値を求めることにより， 
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Fig.3.7 Relationship between σ1 and C (δ＝3%) 

 

高精度で二軸応力比 C を求めることができる． 

（３）粒子成長方向θ *の相対度数分布のピーク値を中心に左右 45°の範囲内

の領域は正規分布に従う．したがって，所定の誤差と信頼係数に対して，

測定に必要な粒子数を見積もることができる． 

（４）統計的手法により求めた測定に必要な粒子数を用いて主応力振幅を求め

ると，指定した測定誤差の範囲内に収まった．すなわち，表 3.3 に示す

粒子数を用いれば，主応力振幅を高精度で検出することができる． 

（５）本手法により主応力を測定する際に，最大で必要な領域が C=-0.05，δ =3%

でおおよそ 9mm2 であり，従来の微小円孔を用いた手法に比べ，半分以

下の領域で主応力を計測でき，応力測定法の分解能を大幅に向上させた． 
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第 4 章 成長粒子の結晶方位に着目した二軸応力測

定方法（4.1） 

 

4.1 緒 言 

第 2 章では，二軸応力比 C の正負によって粒子成長方向の度数分布に差異が

生ずることを利用して二軸応力比 C の符号の判定を行うとともに，C>0 の場合

には主応力σ1 を測定できることを示した．次に，第 3 章では，C<0 の場合に対

し，粒子成長方向を測定することで，高精度で主応力が検出できることを明ら

かにした．この方法より，3mm×3mm の領域の主応力が測定できる．ここで，

C<0 の場合に主応力を計測するには，①薄膜に発生する成長粒子の発生密度 r*

から最大せん断応力τmax を計測し，②粒子の成長方向を利用して二軸応力比 C

を計測すればよいことになる．この中で，①の成長粒子発生密度は 500µm×

500µm 程度の領域におけるτmax が測定できるので，第 3 章で提案した②の測定

領域をさらに縮小できれば，1mm2 以下の微視的領域における主応力の計測が

行なえることになる．したがって，MEMS などに代表される微小機械や応力集

中部などの応力測定に対して有力な測定法になると期待できる． 

ところで，第 3 章で示したように粒子がτmax の作用方向に成長するというこ

とは，成長粒子が外部応力に依存した集合組織をもつことを示唆している．し

たがって，EBSD（Electron back scatter diffraction）により個々の粒子の結晶方位

を解析すれば，そのすべり方向はτmax の作用方向と一致すると期待できる．し

たがって，第 3 章と同様な方法よりモールの応力円から主応力振幅を計測でき

ると考えられる．さらにこの方法は個々の成長粒子の方位を解析するため，

1mm2 以下の微視的応力の測定も十分可能であるといえる． 

そこで，本章では，まず，C<0 となる種々の C に対して発生した成長粒子を

EBSD より解析し，外部応力との関係を調査した．次に，結晶方位を利用した

新しい応力測定法を提案した． 

 

 



 

 40 

4.2 二軸応力の測定方法  

本章における二軸応力測定の原理は，第 3 章に述べた手法とほぼ同様である．

ただし，最大せん断応力τmax の作用方向Θ *を求めるために，粒子成長方向を利

用するのではなく，成長粒子の結晶方位を利用する点が異なる．したがって，

薄膜に作用する応力状態の基礎式（式（2.1），（2.2）），およびΘ *を求める基礎

式（式（3.2），（3.3））は既述のものと同じである． 

本節では，二軸応力比 C の相違による主せん断応力の大きさと方向について

検討する．図 4.1 には C<0 薄膜の応力状態，図 4.2 にはモールの応力円を示す．

まず，C>0 と C<0 の場合を比べると，C<0 の場合は薄膜に作用する最大せん断

応力はτmax1-2 となり，これはσ1 とσ2 が作用する平面（薄膜の平面）を二分する

方向に生ずるのに対し，C>0 の場合は最大せん断応力がτmax1-3 となり，これは

σ1 とσ3 が作用する平面（薄膜の厚さ方向）を二分する方向に生ずることがわか

る．第 2 章では，この最大せん断応力の方向の差異によって，粒子成長方向が

異なることを示した．したがって，成長粒子の結晶方位も C>0 と C<0 の応力状

態によって異なると考えられる． 

次に，図 4.2 に示した C<0 となる二つの場合において，C が 0 に近づくにつ

れて，τmax1-3 の大きさがτmax1-2 に近づいていくことがわかる．すなわち，τmax1-3

とτmax1-2 の大きさの差が小さくなるにつれて，τmax1-3 が粒子成長に与える影響が

増加すると考えられる．したがって，C<0 の場合においても，C=0 に近づくに

つれて結晶方位に差異が現れる可能性がある．したがって，この特徴を利用す

れば，C<0 となる場合に，二軸応力比 C を予測することが可能になると考えら

れる． 

 

4.3 実験装置および実験方法 

4.3.1 実験条件 

本実験では，第 2，3 章と同じ試験機，試験片及び実験条件において繰返し

負荷試験を実施した．銅薄膜にほぼ 100%成長粒子を発生させた後，電解研磨

を施し，SEM-EBSD（Scanning electron microscope- Electron back scatter diffraction）

測定装置を用いて結晶方位を解析した．なお，方位解析は，組合せ負荷の作用

方向（試験片の長手方向）が SEM のモニタ画面の上下方向となるようにして 
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Fig.4.1 Biaxial stress state on machine element (C<0) 

 

   
     

      (a) C≒-0.52              (b) C≒-0.16            (c) C>0 

Fig.4.2 Stress state in copper foil depicted by Mohr’s stress circle 

 

行なった．なお，解析領域と間隔はそれぞれ 500µm×500µm，7µm である． 

 

4.3.2 SEM-EBSD による結晶方位の測定 

 走査型電子顕微鏡（Scanning electron microscope：SEM）の中で，電子線後方

散乱により得られる回折パターンを解析し結晶方位測定を行なうEBSD法は，

方位解析精度が0.5～１°，空間分解能が数十nm程度と従来から用いられた方

位解析法に比べて，微小領域における結晶方位解析に適している（4.2）．また，

結晶組織の方位情報と位置的情報を同時に再現できる結晶方位マッピング図を

容易に作り上げ，結晶方位を定量的に議論できることもEBSD法の大きな特徴

である．本研究で用いたSEM-EBSD装置を図4.3に，システム構成を図4.4に示す．

本装置はSEM（HTACHI S-3100H），OIM結晶方位測定装置（Orientation imaging  
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Fig.4.3 SEM-EBSD equipment 

 

 

Fig.4.4 Schematic diagram of SEM-EBSD system 

 

microscopy， TexSEM Laboratories Inc.）ならびに解析ツールを組み込んでいる．

SEM の中で試料表面の 1 点に電子線を入射させ，電子線後方散乱により得られ

る Kikuchi 線（4.3）回折図形をもとに微小領域の結晶方位測定を行う．OIM 装置

を組み込むことにより，一定間隔で繰り返し電子線を走査させ，測定面全体の

方位情報と位置情報を正確にマッピングし，材料組織を再構築できるのも大き
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な利点でもある． 

 

4.4 実験結果および考察 

4.4.1 成長粒子の結晶方位 

本節では，まず C<0 の場合の一例として，C=-1 の結晶方位について検討す

る．図 4.5 には結晶方位マッピング図を示す．ここで，LD，TD，ND はそれぞ

れ試験片の長手方向，横方向そして法線方向を示している．まず，ND の方位

マッピング図から，ほとんどの粒子が緑色を示すことがわかる．これは，ほと

んどの粒子の{110}面が薄膜平面（試験片の表面）と平行であることを現してい

る．ここで，二つの粒子 A，B に注目すると，粒子 A は ND で緑，LD で緑，

TD で赤を示している．一方，粒子 B は ND で緑，LD で赤，TD で緑を示して

いる．また，ほとんどの粒子が A か B のどちらかの結晶方位を有していること

がわかる．これは，粒子が二つの優先方位をもつことを示している．図 4.5 に

示した A と B の二つの結晶方位から，成長粒子は図 4.6 に示すモデルのように

成長することになる．ここで，銅結晶が FCC 構造であることから（4.4），そのす

べり方向は<110>方向である．このすべり方向の一つを図 4.6 に示した．図から，

粒子 A はすべり方向の一つが LD と一致し，粒子 B はすべり方向の一つが TD

方向と一致する．したがって，すべり方向は C=-1 の場合の最大せん断応力τmax

の作用方向と一致することになる．すなわち，転位の移動によって成長した粒

子は，成長段階で最大せん断応力が作用する方向に優先的に成長したことを現

す． 

 

4.4.2 ステレオ投影法による{110}極点図の作成 

前節では C=-1 において，ほとんどの粒子の<110>方向（すべり方向）が薄膜

に作用する最大せん断応力τmax の作用方向と一致することが確認できた．すな

わち，粒子の<110>方向を計測できれば，第 3 章で提案した手法と同様な方法

で機械要素に作用する主応力振幅σ1，σ2を検出することが可能となる．ここで，

FCC 構造では{110}面の法線ベクトルが<110>方向と一致することから，結晶方

位の{110}極点図を利用し，<110>方向を計測する方法を提案した．まず，極点

図を作成するには，図 4.7 に示すステレオ投影法（Stereographic Projection）（4.3） 
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(a)ND        (b)LD         (c)TD 

Fig.4.5 Orientation imaging map of grown grains (C=-1, τmax=55MPa) 

 

          

Fig.4.6 Slip plane and slip direction of grain A and grain B  

 

 

 
 

Fig.4.7 Schematic diagram of {110} pole figure by using stereographic projection 
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を用いた．図中の立方晶は測定対象であり，本研究では，銅薄膜に生成した成

長粒子の結晶となる．EBSD 法では結晶の{110}面の法線ベクトルと球面の交差

点 D を反対側の極点と直線で結ぶことで，投影点 P を決定する．解析領域内に

おいて P 点の集合を求めれば，{110}極点図となる．この手法によれば，図 4.6

の粒子 A および粒子 B の{110}極点図のモデルは図 4.8 のようになる．τmax の

作用方向を求めるのに有用なのは，投影面と垂直な{110}面が反射し，投影面の

外周に投影される反射濃度の高い領域である． 

 

    

              Grain A                              Grain B 

Fig.4.8 {110} pole figure of grain A and grain B 

 

4.4.3 {110}極点図を利用した二軸応力測定 

図 4.9 に C≦0 となる種々の C における{110}極点図を示す．図から，C=0 の

場合を除いて，投影面の外周付近に反射濃度の高い領域が 4 つ存在することが

確認できる．すなわち，これらの点を結んだ直線が互い直交する 2 つの最大せ

ん断応力方向に対応する．したがって，二つの直線と LD とのなす角度Ψ を求

めることで，τmax の作用方向Θ *を求めることができる． 

図 4.10 にΨ と C の関係を示す．なお，図中の曲線は，式（3.3）によるΘ * の

理論曲線である．理論式と実験値がよく一致することから，本手法によりτmax

の作用方向Θ *を精度よく検出ができることが明らかとなった．また，粒子成長

方向を利用する手法に比べ，本手法は，500µm×500µm の領域に対して測定が  
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(a) C=-1               (b) C=-0.78 

 

      

(c) C=-0.52            (d) C=-0.33 

 

      

(e) C=-0.16            (f) C=0 

Fig.4.9 {110} pole figure of grown grains 
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Fig.4.10 Relationship between Ψ and C (τmax=55MPa) 

 

行えるため，他の応力測定法と比較してもかなり高い分解能を有するといえる． 

しかしながら，この方法は，第 3 章で述べた方法と同様に基準軸からの角度を

計測するため，この方向が未知となる場合，応力測定が行なえない欠点がある

といえる． 

 

4.4.4 結晶方位マッピング図を利用した二軸応力測定 

 粒子の成長が最大せん断応力振幅τmax のみに支配されるのであれば，図 4.9 

に示す極点図は最大せん断応力方向Θ *の回転に伴い，図形が投影面上で回転す 

るだけで，高密度領域はほぼ同じ形状になると考えられる．しかしながら，実

際の極点図からは，二軸応力比 C が 0 に近づくとともに，高密度領域が帯状に

広がることが認められた．これは，粒子の成長が単にτmax だけではなく，他の

せん断応力の影響も受けていることを示唆している．すなわち，4.2 節で述べ

たように，C が 0 に近づくにつれてτmax1-3 の大きさがτmax1-2 に近づき，C>0 にお

いては，τmax1-3 がτmax1-2 より大きくなることから，粒子成長はτmax1-3 の影響を大

Ψ
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 ∗
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きく受けるため，極点図に違いが出ると考えられる．この仮説を検証する方法

として，各二軸応力比 C における ND の方位マッピング図を調査した． 

図 4.11 に各 C における ND の方位マッピング図を示す．図から，C が-1 から

0 に近づくにつれて，{110}面を現す緑の粒子が少なくなっていくことがわかる．

また，C=1 では，{110}面を現す粒子がほとんど見られない．4.2 節で示したよ

うにτmax1-2 とτmax1-3 の作用方向は異なるため，τmax1-3 とτmax1-2 により成長する粒

子の結晶方位は異なることになる．C=-1 の場合，τmax1-3 がτmax1-2 に比べて極端

に小さく，粒子は主にτmax1-2 に支配され成長するため，ほとんどの粒子は緑色

となり，C が 0 に近づくにつれて，τmax1-3 が次第に大きくなるため，緑色と異

なるピンク色に近い粒子が現れたと考えられる．C=1 の場合，τmax1-2=0 となる

ため，緑色の粒子がほとんど現れなかったと考えられる．したがって，上述の

特徴を利用すれば，図 4.9 の極点図を利用した方法と別の方法より C を求める

ことができると考えられる．  

 

 

 

 

 

 

 

                      

C=-1       C=-0.52        C=-0.16 

 

 

 

 

 

                        

C=0          C=1 

Fig.4.11 Orientation imaging maps of grown grains (ND, τmax=55MPa) 
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まず，画像処理ソフトを用いて ND の方位マッピング図に対し，RGB 分離を

行い，赤，緑，青の粒子の面積 Ared ，Agreen ，Ablue を求めた．次に，全体の粒子

の面積に対する Ared +Ablue の割合 rr+b を式（4.1）から求めた． 

  

[ ]%100
bluegreenred

bluered
br ×

++
+

=+ AAA
AAr  (4.1) 

 

得られた rr+b と二軸応力比 C の関係を図 4.12 に示した．なお，図中の各点は 8

個の測定領域のデータの平均値である．図から，C=-1 から C=-0.32 の範囲内で

は，rr+b の値がおおよそ一定となる．一方，C が-0.32 より高い場合，rr+b は急激

に増加する．これは，C が 0 に近づくにつれて，τmax1-3 の影響が顕著に現れた

ためであると考えられる．さて，τmax1-3 の影響を考慮したせん断応力比 C*

（=τmax1-3/τmax1-2）を用いてデータを再整理する．まず，τmax1-2 及びτmax1-3 は次式

で現される．  

 

 
2

21
21max

σσ
τ

−
=−  (4.2) 

22
131

31max
σσσ

τ =
−

=−  (4.3) 

 

したがって，C*は式（4.4）となる． 

 

C
C

−
=

1
1*  (4.4) 

 

ここで，-1≦C≦0 の範囲の値であるため，0.5≦C*≦1 となる．rr+b と C*の関係

を図 4.13 に示す．図から，C*≒0.75 を越えると，rr+b がほぼ線形的に増加する．

言い換えれば，τmax1-3 がτmax1-2 の 75%を超える場合，結晶方位に影響を及ぼすと

考えられる．したがって，本研究では rr+bと C*の関係を近似的に次式で表した． 
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Fig.4.12 Relationship between rr+b and C 
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Fig.4.13 Relationship between rr+b and C* 

○: τmax=55 MPa 

□: τmax=65 MPa 
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.br constr =+  (0.5≦C*≦0.75) (4.5) 

11br * nCmr +=+  (0.75≦C*≦1.0) (4.6) 

 

ここで， const ，m1，n1は定数で，図 4.12 よりそれぞれ，const.=27.2%，m1=81.5%，

そして n1=-33.1%となる．したがって，0.75≦C*≦1.0 の範囲において，rr+b に

C*の依存性が認められる．また，逆に rr+b がわかれば，式（4.6）から C*を得

ることができる．その結果，C は式（4.4）を用いて求めることが可能であるの

で，微視的領域の主応力振幅の計測が行なえることになる．この方法は 0.75≦

C*≦1 の範囲に制限されるが，前節で述べた方法のように基準軸を必要としな

い特徴を有している． 

 

4.5 結 言 

 種々の二軸応力状態において，繰返し負荷により電着銅薄膜に発生した成長 

粒子の結晶方位を EBSD 法により調査することで，結晶方位の C 依存性を明ら

かにした．次に，{110}極点図と ND における結晶方位マッピング図を利用した

応力測定法を提案した．以下得られた結果を要約する． 

（１） C<0 の場合，ほとんどの粒子の{110}面は薄膜平面と平行であり，それら

の粒子の<110>方向の一つは薄膜に作用する最大せん断応力の作用方向

と一致する． 

（２） {110}極点図の外周における濃度の高い点を結ぶ直線と試験片の長手方

向とのなす角度を計測することで，最大せん断応力τmax の作用方向Θ*を

正確に求めることができる．したがって，主応力の測定も可能となる． 

（３） C が 0 に近づくにつれて，ND の方位マッピング図に現れる{110}面の割

合が減少する．これは，C が 0 に近づくにつれてτmax1-3 の粒子成長に及

ぼす影響が増加するためであると考えられる． 

（４） NDの方位マッピング図より，{110}面と異なる方位を示す粒子の割合 rr+b

を測定することで，-0.32≦C≦0 の範囲内で C を検出することが可能で

ある．この方法は，組合せ応力の作用方向が未知の場合でも，C の検出

が可能である特徴を有している． 
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（５） 本手法を用いれば，500µm×500µm の領域の主応力が測定できる．これ

は，他の応力測定法と比較しても優れた分解能を有するといえる． 
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第 5 章 ひずみの主軸が変動する負荷への銅めっき

応力測定法の適用（回転曲げに静的ねじり負荷が重

畳した場合）（5.1） 

 

5.1 緒 言 

 前章までの結果から，電着銅薄膜に発生する成長粒子の発生密度，成長方向

あるいは結晶方位を計測すれば，微視的領域の主応力を計測できることが明ら

かとなった．これらの実験は応力比 R（=最小応力/最大応力）=-1 の条件で行な

われている．すなわち，平均応力は作用していない．ここで，動的曲げ応力（垂

直）に静的曲げ応力（垂直）が重畳する場合のように同種の応力成分（平均応

力）が作用する場合，静的応力成分は粒子成長にほとんど影響を及ぼさないこ

とが明らかにされている（5.2）．したがって，このような平均応力の作用下では，

前章までの結果をそのまま適用できる．しかしながら，動的曲げ応力（垂直）

に静的せん断応力が重畳する場合のような異種の応力成分が作用する場合にお

ける粒子成長挙動はまだ明らかにされていない．このような繰返し荷重に異種

の静的負荷が重畳する場合，次節で詳しく述べるようにせん断応力が最大とな

る方向が時間とともに変動することになる．このように負荷の下での材料の疲

労試験では，重畳する異種の静的負荷が疲労寿命に及ぼす影響が軽微であると

報告されているが（5.3）（5.4），せん断応力が最大となる方向の変動により，繰返し

硬化挙動に影響する報告もある（5.5）．また，せん断応力が最大となる方向変動

する非比例負荷では，疲労すべり挙動が明らかに異なることから（5.6）（5.7），転位

の移動により発生する粒子の成長挙動にも影響する可能性がある． 

したがって，前章までで述べてきた測定法をこのような負荷に適用させるに

は，せん断応力が最大となる方向の変動が粒子発生へ及ぼす影響を調査し，い

かなる応力成分が粒子の発生と成長に支配的であるかを明らかにする必要があ

る． 

 以上の観点から本研究では，まず回転曲げに静的ねじり負荷を重畳させるこ
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とができる疲労試験機を作製した．作製した試験機を用いて組合せ負荷におけ

る r*-τmax-N を調査し，平面曲げ疲労試験の結果と比較することで，成長粒子発

生に及ぼす静的ねじり負荷の影響について検討した．また，成長粒子の形状に

着目し，せん断応力が最大となる方向の変動がすべり面の活性化に及ぼす影響

について検討を加えた． 

 

5.2 異種類の静的負荷の重畳による主ひずみ方向の変動 

図 5.1 に回転曲げと静的ねじり組合せ負荷を受ける棒材と表面に位置する微

小要素を示す．棒材の回転に伴い微小要素の応力状態の時間的変動は次式で表

すことができる． 

 

m

0sin
ττ
σσ

=
=

xy

x ωt
 (5.1) 

 

図 5.2 に微小要素の各時間における応力状態とそのモールの応力円を示す．図

に示すように，この場合において微小要素の主応力方向（主軸）が時間ととも

に変動することが分かる．したがって，せん断応力が最大となる方向も時間と

ともに変動する． 

 

5.3 実験装置および実験方法 

  本研究では，まず前章までで用いたシェンク式疲労試験機を用いて，平面曲

げ疲労試験を実施し，銅薄膜に成長粒子が発生する限界応力τp および r* -τmax-N

関係を調査した． 

次に，回転曲げ‐静的ねじり組合せ試験を行うために，回転曲げ‐静的ねじ

り組合せ試験機を作製した．作製した試験機を用いて，回転曲げに三種類の大

きさの静的ねじりを重畳させた疲労試験を行なった．その結果を平面曲げの試

験結果と比較することにより，静的ねじり負荷が成長粒子発生状況に及ぼす影

響を調査した． 
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Fig.5.1 Round bar subjected to rotary bending and static torsion 

 

 
(a) Stress cycle 
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(b) Stress state of small element 
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(c) Mohr’s stress circles 

Fig.5.2 Stress state of combination of rotary bending and static torsion 
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5.3.1 平面曲げ疲労試験機および試験片 

本研究では A7075 アルミニウム合金を試験片の素材とした．その機械的性質

を表 5.1 に示す．平面曲げ疲労試験では，図 5.3 に示す形状・寸法のテーパ付 

試験片を用いてτp -N 関係を求めた．また，r*-τmax-N 関係を求めるには図 5.4

に示す平滑試験片を用いた． 
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Fig.5.3 Geometry and dimensions of taper specimen 
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Fig.5.4 Geometry and dimensions of smooth specimen 

 

 

Table 5.1 Mechanical properties of A7075 aluminum alloy 

Young’s modulus(GPa) 71.7 

Poisson’s ratio 0.3 

Tensile strength(MPa) 601 

Proof stress(MPa) 569 

 

Copper foil 

Copper foil 
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5.3.2 回転曲げ‐静的ねじり組合せ負荷試験機および試験片 

5.3.2.1 試験機の作製 

曲げ応力を発生させるため，図 5.5 に示すような両端固定の不静定問題をモ

デルとした．上述のモデルでは，y 方向に与える変位 y0 に対し，棒材の軸方向

の位置 x0 に発生する表面での曲げ応力 σx0 は，次式で求められる． 

 

( )
3

00
0

23
l

xldEy
x

−
=σ  (5.2) 

 

ここで，E はヤング率，d は棒材の直径，l は棒材の長さである．上述の関係式

は，変位 y0 が一定の時，軸方向の位置 x0 に発生する曲げ応力σx0 と x0 の間に比

例関係が成り立つことを示している．したがって，種々の y0 において，σx0 と

x0 の較正式を作っておけば，所定の応力振幅が発生する位置 x0 を求めることが

できる． 

 

Fig.5.5 Model for rotary bending – static torsion testing machine 

 

図 5.6 と図 5.7 に作製した試験機の概略図と写真を示す．まず，曲げ応力は試

験機つかみ部の一つを y 方向に強制的に変位させることにより与えた．次に，

回転曲げに重畳させる静的ねじり負荷は PHT-5D 型トルクコントローラにより

発生させた．つまり，モーターの駆動力により試験片を通じてトルクコントロ

ーラを回転させることで，試験片に一定のねじり負荷を与えた．トルクコント

ローラの性能を表 5.2 に示す．また，回転速度はスピードコントローラ（0～

3600rpm）にて設定し，繰返し数は図 5.7 に示すロータリーエンコーダにより検  

x 

x0 

y0 

y 
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出できるようにした．また，所定の繰返し数にて試験機が自動停止できるよう

に，カウンタも設置した． 

 

 

Table 5.2 Performance of torque controller 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5.6 Model for rotary bending – static torsion testing machine 

 

5.3.2.2 試験片  

  作製した試験機には，A7075 アルミニウム合金の棒材から，図 5.8 に示す形

状寸法に加工した試験片を用いた．ここで，試験片の平行部の直径 d は，4mm， 

2.5mm，2mm の三種類を使用し，同一のトルクに対してせん断応力を変えられ

るようにした．また，図の右側に示すように，位置決め用のボス部を設けた． 

Torque range (Nm) 0.05~0.75 

Maximum slip speed (r/min) 1800 

Allowable slip advantage (W) 15 

Torque Minimum Medium Maximum 

Ta／Tm 1.28 0.31 0.21 
Time 

T m
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 Torque  

   Ta and Tm 

y 

 x 
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Base plate 

 

Torque controller 

 

AC Motor 

 
Slide plate 

 
Specimen 
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Fig.5.8 Geometry and dimensions of rotary bending specimen 

 

5.3.3 試験機の較正実験 

5.3.3.1 曲げ応力の較正実験 

作製した試験機の応力発生状況を調査するため，スリップリングを用いて校 

正実験を行った. 曲げ応力の測定には，スリップリングに用いるひずみゲージ 

（ゲージ長 0.2mm）を試験片の軸方向とひずみゲージの軸方向が一致するよう

に試験片の平行部に接着し，試験機に取り付け，20Hz にて作動中に発生したひ

ずみを測定した．図 5.9 にはひずみゲージの接着状況を示す．軸方向の位置 x0

は図 5.9（a）に示すように試験片の平行部の点 A からひずみゲージの測定部の

中心までの距離とした． ひずみゲージを接着する際に試験片の軸方向とひずみ

ゲージの軸方向の間に図 5.9（b）のように角度θ のずれが発生することによっ

て，ひずみ計測に誤差が発生する．したがって，式(5.3)を用いて補正を行い，

測定したひずみε x0 を用いて，試験片の軸方向のひずみεx を算出した． 

 

02
cos21

xx
θ εε +

=  (5.3) 

 

図 5.10 には，スリップリングにより作動中の試験片の軸方向に発生するひずみ

振幅を測定し，補正を行った結果の一例を示す．軸方向のひずみεx の最大値と

最小値の絶対値の平均値を求めて，各 x0 における曲げひずみ振幅εa とした．な

お，軸方向の位置 x0 に発生する曲げ応力振幅 σx0 および最大せん断応力振幅τmax

（=σx0/2）はεa を用いて計算した．種々の変位 y0 において得られた試験片に発 
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(a) Rotary bending test   (b) Strain correction  (c) Static shearing test 

Fig 5.9 Bonding condition of strain gauge 

 

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5
-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

 

 

Fig.5.10 Measured waveform of longitudinal strain amplitude 
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生するせん断応力振幅を図 5.11 に示す．図から，種々の y0 に対し，軸方向の位

置 x0 に発生する最大せん断応力振幅τmax と x0 との間に比例関係が確認できる．

また，y0 の増加とともにτmax も大きくなっており，式（5.2）と同じ関係が得ら

れている．実験データを最小二乗法により線形近似することでτmax-x0 関係式を

求めた．この較正式を用いて，所定のせん断応力振幅が発生する軸方向の位置

を求め，その位置に銅薄膜を接着し回転曲げ実験を行った． 
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Fig.5.11 Relationship between y0 and τmax 

 

5.3.3.2 静的せん断応力の較正実験 

トルクコントローラにより発生する静的せん断応力の較正実験を行った．図

5.9（c）のようにひずみゲージの軸方向と試験片の軸方向が 45°および 0°とな

すように，x0 が等しい試験片の表と裏に接着したひずみゲージを用いて，作動

中のトルクコントローラが発生する静的せん断ひずみを測定した．y 方向の変

位量 y0≒0，トルクコントローラが発生するねじり負荷 Tm を 0.2Nm に設定し，

直径 2mm の試験片を用いて 20Hz にてスリップリングによりひずみ成分を測定
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した．その結果を図 5.12 に示す．図 5.9（c）に示すように，εξ は試験片の軸方

向と 45°傾いた方向に接着したひずみゲージにより測定したひずみ成分であ

り，εx は試験片の軸方向に発生したひずみ成分である．また，それぞれの平均

を静的ひずみεξm，εxm とした．軸方向の垂直ひずみ成分εxm が 0 に近いことから，

静的負荷が純せん断状態に近いと判断し，式（5.4）を用いて静的せん断応力を

計算した． 

 

ν
E

+
=

1
m

m
ξε

τ  (5.4) 

 

また，トルクコントローラが与える静的ねじり負荷 0.2Nm を用いて，次式より

静的せん断応力τm を計算した． 

 

3
m

m
16

d
T

π
τ =  (5.5) 
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Fig.5.12 Measured wave form of strain components εx  and εξ 
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両方法による静的せん断応力の計算値は，ひずみゲージによる測定値が， 

126MPa，式（5.5）による測定値が 127.4MPa と近い値が得られた．したがって，

本実験では静的ねじり負荷を 0.2Nm とし，直径 d のみが異なる三種類の試験片

を用いて回転曲げ‐静的ねじり組合せ試験を行った．各試験片の直径と，その

試験片に発生する静的せん断応力を表 5.3 に示す． 

 

Table 5.3 Relationship between d and τm 

d   (mm) 4 2.5 2 

τm  (MPa) 16 65 127 

 

5.4 実験結果および考察 

5.4.1 繰返し平面曲げ試験  

図 5.13 に，平面曲げ試験により得られた r*-τmax-N 関係を示す．従来の研究

より，成長粒子発生密度の増加速度の平方根は速度過程に従い（5.8），次式で表

せる．  

 

))(exp(*
kT

UA
N
r σ

=
∂
∂  (5.6) 

 

ここで，k はボルツマン定数，T は絶対温度，U(σ)は活性化エネルギーである．

応力の作用による疲労などの速度過程において，U(σ)は式（5.7）が成り立つ場

合が多い（5.9）． 

 

( ) σσ 00 aUU −=  (5.7) 

  

疲労現象の一種である成長粒子の発生は，最大せん断応力振幅τmax に依存する

ことから，式（5.7）のσ の代わりにτmax を用いて， U(σ)は次式で表される． 

 

( ) max00 τσ aUU −=  (5.8) 
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式（5.6），（5.8）より，τmax - N/*r ∂∂ の関係と r*-τmax-N の関係は次のようにな

る．  

 

q
N
rp +

∂
∂

=
*logmaxτ  (5.9) 

( )
m

/2 max10* DNr pq += −τ  (5.10) 

 

ここで，p，q，Dm は銅薄膜に固有の定数である． 

図 5.13 における各応力での成長粒子発生密度 r*と繰返し数 N の関係を最小二

乗により線形近似することで，近似直線の勾配により成長粒子面積の増加速度

N/*r ∂∂ を求め， N/*r ∂∂ の平方根とせん断応力振幅の関係を片対数紙により

図 5.14 に示す．式（5.9）の関係から，両者の関係を最小二乗法により線形近

似を行い， p，q を求めた．また，D は，図 5.13 の r*-N 近似直線の切片に対応

するため，各応力に対して求めた D の平均値を Dm とし，得られた定数の値を

表 5.4 にまとめて示す． 

 

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24
0

20

40

60

80

100

 

 

Fig.5.13 Relationship between r* and N for cyclic bending tests 
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Table 5.4 Coefficient p , q and Dm 

p q Dm 

44.02 35.96 -71.33 

 

5.4.2 回転曲げ‐静的ねじり組合せ試験  

  図 5.15 に作製した試験機（20Hz）を用いて回転曲げ-静的ねじり組合せ疲労

試験によって得られた成長粒子発生の限界応力τp と繰返し数 N の関係を示す．

比較のため，平面曲げ疲労実験によるτp-N 関係も示す．図から，静的ねじり負

荷が成長粒子発生の限界応力に及ぼす影響は認められなかった．また，図 5.16

には各応力振幅における r*-τmax-N の関係を示す．図中の直線は，平面曲げ疲労

試験より得られた定数 p ，q ，Dm および較正式（5.10）を用いて，各応力振幅

における成長粒子発生密度 r* を求めた較正直線であり，各記号が静的ねじり

を加えた実験結果である．この図から，静的ねじり負荷の大きさに関係なく，

成長粒子発生密度は，較正式に近い値が得られている．すなわち，本実験の範 
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Fig.5.15 Relationship between τp and N 
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Fig.5.16 Relationship between r* and N 
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囲内では，静的ねじり負荷の作用による成長粒子の発生と増加への明瞭な影響

は確認されなかった．この原因について以下の考察を行った． 

  図 5.17 に純せん断要素とそのモールの応力円，曲げとせん断の組合せ要素と

そのモールの応力円を示す．要素のある面から任意の角度θ 傾いた面上のせん

断応力は，両要素においてそれぞれ次式で表すことができる． 

 

  θττ 2cosm1 =  (5.11) 

( )θτστ ++





= Θsin2

2
2

m

2
0

2  (5.12) 

 

ただし， 

 

0m /22tan στΘ =  (5.13) 

 

本試験では，両負荷状態が繰返されるため，θ 傾いた面上のせん断応力振幅は 

次式で表すことができる． 

 

( ) 12 ττθτ −=  (5.14) 

 

そこで，せん断応力振幅が最大となる面を次式によって求める． 

 

( ) 0=
θ
θτ

d
d  (5.15) 

 

これより，θ =π/4，τmax=σ0/2 となり，静的なせん断応力がない場合と同じ面上

に同じ大きさの最大せん断応力振幅が作用することになる．したがって，本実

験から，ひずみの主軸が変動する場合でも，成長粒子の発生密度が要素に作用

する最大応力振幅に支配されることが明らかとなった． 

 

 



 

 69 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Stress cycle 

 

 

                    

 

（ⅰ）Pure shear      （ⅱ）Bending and shear 

(b) Stress state of small element 

 

              

（ⅰ）Pure shear      （ⅱ）Bending and shear 

(c) Mohr’s stress circle 

Fig.5.17 Stress state of pure shear and combination of bending and torsion 
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5.4.3 最大せん断応力面の変動が粒子の成長へ及ぼす影響 

前節の実験結果より，繰返し負荷に異種類の静的負荷が重畳する際，成長粒

子発生密度は最大せん断応力振幅のみに支配され，異種類の静的負荷の r* への

影響は認められなかった．このことから，せん断応力が最大となる面が変動し

ても，すべり面が活性化しなかったと考えられる．最大せん断応力面の変動に

よりすべり面が活性化する場合，成長粒子がより多くのすべり面上の転位の移

動よって成長するため，最大せん断応力面の変動のない荷重と比べ，粒子の形

状が異なると考えられる．そこで，成長粒子の形状を調査することで，最大せ

ん断応力面の変動によるすべり面の活性化について検討を行った． 

図 5.18 は平面曲げ試験後，電着銅薄膜に電解研磨とエッチングを施し，光学

顕微鏡（200 倍）にて取り込んだ電着銅薄膜の成長粒子発生状況である．図中

の成長粒子は，細長い楕円に近い形状を有することがわかる． せん断ひずみエ

ネルギーが付与されて発生する再結晶現象の一種である成長粒子は，最大せん

断応力の方向が変動しない場合，第 2 章で示したように粒子成長段階において

転位などの格子欠陥が移動・消減しやすい最大せん断応力振幅面に従って成長

する．一方，最大せん断応力の方向が変動する場合，最大せん断応力振幅面以

外のすべり面が活性化して，成長粒子は多方向に成長するとともに，楕円から

円形に近づく特徴を示すと考えられる．したがって，本研究では，薄膜に発生

した粒子を楕円に近似したときの短長軸比 ki に注目した．短長軸比 ki（=bi/ai）

は，図 5.19 に示すように一つの粒子を楕円近似したときの楕円の短軸 bi と長軸

ai の比とした．画像処理ソフト Win ROOF より，成長粒子発生密度が 5%前後

の粒子間の結合が少ない薄膜について二値化処理し，ki の計測を行った．なお，

画像の境界と隣接した粒子は計測の対象から除外した．粒子の成長段階は，疲

労現象の一種であり，式（5.16）に示す 2 母数ワイブル分布（5.10）に従うと考え

られる． 

 

( )




















−−=

α

β
i

i
kkF exp1  (5.16) 

ここで，α，β はそれぞれ形状パラメータ，尺度パラメータである． 
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図 5.20 に平面曲げ疲労試験と回転曲げ-静的ねじり組合せ負荷試験における

成長粒子の短長軸比 ki をワイブル確率紙にプロットした結果を示す．さらに，

表 5.5 は形状パラメータαと尺度パラメータβ の値を示す．すべての実験結果に

おいて，楕円短長軸比 ki はワイブル分布に従い，累積相対度数が 63.2%に対応

する分布の代表値β は，各実験条件においては近い値が得られた．また，β の

静的ねじり負荷の増加に伴う上昇傾向は見られず，静的ねじり負荷による成長

粒子の形状への明確な影響は認められなかった．すなわち，静的ねじり負荷の

重畳によるすべり面の活性化が発生しないことが確認された．したがって，異

種の静的応力は，粒子成長へほとんど影響を与えないと考えられるので，この

ような負荷に対しても，前章までで示した応力測定法は適用できるといえる． 

 

 

 

     

(a) Original image              (b) Binary image 

Fig.5.18 Measurement method of configuration of grown grains 

 

 

 

 

 

 

Fig.5.19 Ratio of minor axis and major axis of equivalent ellipsoid (ki) 
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Table 5.5 Two parameter of Weibull distribution 

(τmax=35MPa，N=10×105 cycles) 

τm (MPa) 0 60 120 

Scale parameter  β 0.53 0.52 0.53 

Shape parameter  α 4.11 4.69 4.79 

 

5.5 結 言 

本章では，繰返し負荷に異種類の静的負荷が重畳する場合，最大せん断応力

の作用方向の変動が成長粒子の発生状況に及ぼす影響を成長粒子の発生の限界

応力，成長粒子発生密度および成長粒子の形状に着目して，前章までで提案し

た応力測定法がこのような負荷に適用できるか検討した．得られた結果を要約

すると以下になる． 

（１） 平面曲げ試験と回転曲げ‐静的ねじり組合せ負荷試験において，同じ繰

返し数における成長粒子発生の限界応力τp には差異が認められなかった．
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 Fig.5.20 Weibull distribution diagram of ki 
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したがって，異種類負荷の重畳は成長粒子の核生成段階に影響を及ぼさ

ないことが明らかとなった． 

（２） 両試験の r*-N-τmax 関係から，同じ N，τmax における成長粒子発生密度 r*

にも差異が認められなかった．すなわち，異種類の静的負荷は成長粒子

増加速度にも影響を及ぼさないことが確認され，このような負荷の下で

も，前章までで述べた測定法は，このような負荷に対しても適用可能と

なる． 

（３） 繰返し負荷に異種類の静的負荷が重畳する場合においても最大せん断

ひずみ振幅が作用する面は繰返し負荷のみ作用する時と同じ面となり，

最大せん断ひずみ振幅の大きさも変わらない．したがって，このような

負荷条件においても r*は最大せん断応力振幅に支配されることが確認

された． 

（４） 平面曲げ試験および回転曲げ‐静的ねじり組合せ疲労試験において，成

長粒子の形状に明確な差異が認められなかった．すなわち，異種類の静

的負荷の重畳により，せん断応力が最大となる面が変動してもすべり面

の活性化は起らないことが確認された． 
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第 6 章 繰返し曲げと静的ねじり負荷が重畳する平

板に発生した表面き裂の進展挙動（6.1） 

 

6.1 緒 言 

前章の結果より，繰返し応力に重畳する異種の静的負荷が，電着銅薄膜に発

生する成長粒子の粒子発生および成長にほとんど影響しないことが明らかとな

った．すなわち，粒子成長は転位の移動により発生することから，繰返し応力

に重畳する異種の静的負荷が疲労の初期段階のすべり挙動にあまり影響しない

と考えられる．本章では，このように異種の静的負荷が重畳する場合における

機械要素の表面疲労き裂進展挙動について調査した． 

一般に，機械・構造物の構成要素は，曲げとねじりの組合せ応力下にある場

合が多く（6.2），表面の微小な欠陥などから発生した疲労き裂が進展して破壊に

至る可能性がある．したがって，このような負荷に対して表面き裂の発生・進

展挙動を調査することは構成要素の強度評価を行う上で重要となる（6.3）（6.4）．ま

た，作用応力には一般に静的成分と動的成分があり，動的曲げ応力に静的曲げ

応力（平均応力）が重畳する場合の疲労試験は現在までに多く行われている（6.5）．

一方，動的曲げ応力に静的せん断応力が重畳する場合のように異なる応力成分

が動的と静的に生ずるとき，疲労寿命に及ぼす静的応力の影響は軽微であると

する報告もあるが（6.6）（6.7），疲労き裂の発生方向（6.8），成長モードき裂への遷移

時期や遷移時のき裂長さ（6.9）に静的応力が影響するとの報告もある．すなわち，

異種の静的負荷は疲労き裂進展に何らかの影響を及ぼす可能性が高いことを示

唆しているが，このような負荷条件に対し，材料表面から発生した疲労き裂の

進展過程に着目した研究はあまり行われていない． 

また，動的曲げ応力に静的せん断応力が重畳する場合では，時間とともに二

軸応力比 C が変動する（6.10）．したがって，有限要素法などの数値計算より応力

拡大係数 K などの破壊力学パラメータを求めるには，時間とともに境界条件が

異なる問題もある． 

以上の観点から，本研究では，A7075 アルミニウム合金を対象として，繰返
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し曲げ応力に静的なせん断応力が重畳する疲労試験を実施し，静的せん断応力

が表面き裂の発生と進展に及ぼす影響を調査した．また，き裂進展速度を破壊

力学パラメータである応力拡大係数 K を用いて整理し，静的応力がき裂進展速

度に及ぼす影響について検討した．さらに，き裂開口変位 COD を測定し，静

的せん断応力が及ぼすき裂進展速度への影響について検討を加えた． 

 

6.2 実験装置および実験方法 

6.2.1 試験片および試験機 

試験片素材にはアルミニウム合金（A7075P-T651 JIS H4000）を用いた．こ

の理由は，鋼などと比較してヤング率が小さいため，同じ応力に対するき裂先

端近傍の変位量が大きくなり，COD の精度向上が期待できることと，A7075 材

は静的強度も大きいため，き裂先端に生ずる塑性域寸法も小さくでき，小規模

降伏条件を満足できることによる．表 6.1 に機械的性質を示す．本素材は，方

向性を有するので，圧延方向とこれと直交する方向ではき裂進展速度に差が生

ずる可能性がある．しかしながら，本実験のような組合せ応力下ではき裂の進

展方向が予測困難なため，圧延方向が試験片の長手方向と一致するようにして

作製した図 6.1 に示す形状・寸法の試験片を用いて，後述する試験ジグにより

予備実験を実施し，き裂の進展方向を計測した．この結果に基づいて，き裂の

進展が圧延方向と直交するように試験片を改めて図 6.1 のように切り出し，き

裂進展曲線を調査した．なお，試験片表面は耐水研磨紙で研磨した後，試験片

中央部にマイクロボール盤を用いて直径 0.3mm，深さ 0.3mm の切欠きを作製し

た．最後に，ダイヤモンドペーストにより表面に鏡面仕上げを施した． 

図 6.2 には，本試験で用いた試験ジグを示す．図に示すように試験片取付け

部をγ だけ傾斜させた一組のジグを用い，試験片をネジで固定するときに強制 

 

Table 6.1 Mechanical properties of A7075P-T651 

Proof stress σ0.2 [MPa] Tensile strength σTS [MPa] Elongation [%] 

539 596 11.6 
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的にねじることにより，静的せん断応力が試験片に生ずる．この状態で動的な

曲げ応力を試験機により負荷した．表 6.2 には，ひずみロゼットにより得られ

た傾斜角γ に対する静的せん断応力τm の値を示す．なお，試験機には，PWO 型

疲労試験機（25Hz）を用い，COD の計測には，共焦点レーザ顕微鏡を用いた． 

 

 

 
Fig. 6.1 Geometry and dimensions of test specimen 

 

 

 

 

Fig. 6.2 Cyclic bending-static torsion apparatus 

 

Table 6.2 Static shearing stress measured by strain rosette 

γ [°] 0 0.5 1.0 1.5 

τm [MPa] 0 52 118 162 

 

A-A section 
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6.2.2 実験方法 

試験片を図 6.2 に示す試験ジグに取付け，曲げ応力σa=162MPa，応力比 R

（=σmin/σmax）= -1 の条件で，疲労試験を実施した．き裂長さの測定にはレプリ

カ法を採用し，光学顕微鏡で 200 倍に拡大して行った．図 6.3 には，発生した

き裂の一例を示す．切欠きを含む全長を 2a とした．またき裂深さ b は，試験片

を強制的に破断させた後，光学顕微鏡にて観察した．COD の計測は，以下の手 

順により求めた（6.11）．まず，図 6.4 に示すように微小硬度計を用いてき裂先端 

近傍にき裂を挟んでビッカース圧痕を作製した．次いで，レーザ顕微鏡のステ 

ージ上で疲労試験時と同じ応力状態を再現した．最後に，図 6.5 のように得ら

れた画像の圧痕間距離を 5 箇所計測し，無負荷状態の同一測定箇所との差を求

めてその平均を COD とした． 

 

6.3 実験結果および考察 

6.3.1 き裂進展方向   

図 6.3 に示すように，切欠きから発生した疲労き裂は，σa の作用方向と直交

する方向から傾斜して成長し，巨視的にほぼ直線状に進展するのが確認できた．

ここで，図に示すようにσa と直交する方向とき裂進展方向とのなす角度をθc と

すると，各静的せん断応力τm に対して表 6.3 に示す値となった．なお，表中の

値は各条件に対して 6 回の試験を実施し，円孔から左右にそれぞれ角度を計測

した値である．τm の増加とともにθc も大きくなる．き裂が巨視的にほぼ直線状

に進展するのは，モードⅠ成分が支配的であることを示す結果であると考えら

れる．すなわち，最大主応力基準を採用すると，き裂の進展角度θσ（図 6.3 参

照）は次式を満足する（6.12）． 

 

( ) 01cos3sin ΙΙΙ =−+ KK σσ θθ  (6.1) 

 

本研究では，き裂は巨視的にほぼ直線状に進展するので，θσ=0 であり，これは

KⅡ成分がほぼゼロであり，KⅠ成分のみが支配的であることを示唆した結果で

あるといえる． 
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Fig. 6.3 Appearance of crack propagation (γ =1.5°) 

 

 

Fig.6.4 Illustration of COD measurement site 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Before loading                         (b) After loading 

Fig.6.5 An example of COD measurement 
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ここで，き裂の発生方向について検討するために，モードⅠき裂の進展下限界

条件が支配的であると仮定し，多軸と単軸の疲労強度を結びつける遠藤らの提 

案したクライテリオンを採用する（6.8）．図 6.6 のように試験片の長手方向を y 

軸にとり，切欠きから発生したき裂の法線方向と接線方向をそれぞれξ，ηとす

る． 

 

 
 

Fig6.6 Definition of ξ-η coordinate and direction cosines 

 

垂直応力σy とせん断応力τxy の時間的変化は，次式で表される． 

 

ty ωσσ sina= ， mττ =xy  (6.2) 

 

したがって，座標変換により，等価応力Σ（=σξ + kση ; k ≅-0.18）の時間的変化

は次式で表される． 

 

ma sin ΣωΣΣ += t  (6.3) 

 aa σΣ A= ， mm τΣ B=  
2

2
2

1 kmmA += ， ( )22112 mklmlB +=  

 

ここで，l1，l2，m1，m2 は図 6.6 に定義される方向余弦であり，次式で表される． 

 

θcos21 == ml ， θsin12 ==− ml  (6.4) 

 x y 
ξ l1 m1 
η l2 m2 
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x 

ξ 

η θ  τm 
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単軸応力下と二軸応力下において，両者をつなぐクライテリオンは，次式とな

る． 

 

wa σΣ =  かつ mm σΣ =  (6.5)  

 

ここで，σw とσm は単軸荷重における疲労限度と平均応力である． 

まず，σw とσm の関係を考える． area パラメータを用い，平均応力の影響を

考慮した疲労強度予測式は次式で表される（6.13）． 

 

( )
( )

( ) ρ

σ 



 −

⋅
+

=
2

112043.1
61w

R

area

HV  (6.6) 

 

ここで，HV はビッカース硬さ， area は最大曲げ方向に垂直な面上への欠陥

の投影面積の平方根(µm)，R は応力比（（σm - σw）/ （σm + σw）），ρ =0.266+HV×10-4

である．なお，本実験では，HV=202， area =277µm となる．図 6.7 には，縦

軸にσw，横軸にσm をとり，式（6.6）による曲線を実線で示す．また，式（6.6）

は±15%の誤差範囲で疲労限度の予測を行うため（6.13），この誤差を破線で示した．

この破線で囲まれる範囲が疲労限度の予測範囲であり，曲線の上側で疲労破壊

が起こることになる．次に，多軸下での疲労強度を求めるために，式（6.4）の

θ を-π/2 からπ/2 まで変化させたときの式（6.3）のΣa とΣm の値を求めると図 6.7

中の一点鎖線で示した楕円となる．したがって，図の一点鎖線で示した楕円に

実線で示した曲線が接するような角度θを求めることができる．このようにし

て求めたき裂進展方向（=π/2－θ ）を表 6.3 に併記した．表 6.3 の値を比較する

と，予測値は実際のき裂の進展方向θc よりもやや大きい値となるが，かなり近

い予測結果であるといえる．したがって，動的曲げ応力に静的せん断応力が重

畳する場合に対して，このクライテリオンは妥当なき裂進展方向を予測できる

といえる． 

 

6.3.2 き裂進展速度 

図 6.8 にき裂長さの半長 a とき裂深さ b との関係を示す．なお，図には A2017 
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アルミニウム合金などの表面き裂に対して得られた近似曲線（6.14）とそのばらつ

きの幅を破線で示した．図から，今回の実験値は以前のデータの範囲内でばら 

ついており，τm の影響はあまり認められない．したがって，図中の近似曲線を 

用いれば，任意の a に対する b を求めることができる． 

 

Table 6.3 Crack propagation angle θc  and θ 

τm [MPa] 0 52 118 162 
θc  [°] 0 3.8±1.0 5.9±0.7 8.5±2.8 

π/2-θ  [°] 0 5 9 11 

 

き裂進展速度に最も差が認められると予想されるτm=0，τm=162MPa に対して，

σa =162MPa としてき裂進展曲線を求めた結果，明らかにτm =162MPa が存在す 

る場合のき裂進展速度が大きくなった．すなわち，静的せん断応力はき裂の進

展に有害に寄与することになる．この結果から，da/dN‐K 関係を求めてみた． 

まず，τm が作用する場合，σa の開口成分（モードⅠ成分）が支配的であり，モ

ードⅡ成分は軽微であるとして無視し，次式により応力拡大係数幅∆KⅠを求め

た． 

 

aFK πσ∆∆ ⅠⅠⅠ =  (6.7) 

  ( )c
a 2cos1

2
θσσ∆ +=Ⅰ   

 

補正係数 FⅠは，図 6.8 に示したき裂断面のアスペクト比 b/a に基づき，Newman 

& Raju の計算式（6.15）により決定した．次に，τm が重畳した場合，τm のき裂に 

垂直な開口応力成分が静的に作用すると考えられるので，次式により最大応力

拡大係数 KⅠmax を求めた． 

 

aFK πσ maxmax ⅠⅠⅠ =  (6.8) 

( )c
a

cmmax 2cos1
2

2sin θσθτσ ++=Ⅰ   
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Fig.6.7 Estimation of crack propagation direction 
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   Fig.6.8 Shape of crack section 
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τm=0 の場合，∆KⅠ=KⅠmax である．式（6.7），（6.8）から求めた∆KⅠと KⅠmax を用

いてき裂進展速度 da/dN を整理すると，図 6.9 となる．図から，∆KⅠよりも KⅠ

max の用いたほうがτm の影響は軽減するが，da/dN‐K 関係には静的応力依存性

が認められ，統一的に da/dN を整理できないことがわかる．次に，前項で求め

たΣa とΣm を用いて応力拡大係数を求めてみた．すなわち，き裂進展方向が 11°

のとき，図 6.7 から，Σa=155.0MPa，Σm=71.6MPa となるので，最大応力拡大係

数 KⅠΣ max は次式で表されると考えられる． 

 

aFK πσ ΣΣ maxmax ⅠⅠⅠ =  (6.9) 

amax σσ Σ =Ⅰ     (τm=0) 

ammax ΣΣσ Σ +=Ⅰ    (τm=162MPa) 

 

この KⅠΣ max を用いてき裂進展速度を整理すると，図 6.10 となる．図 6.9 と比較

して静的応力依存性はかなり軽減されることがわかる．これは，き裂に平行な

応力（ση）がき裂進展速度に関与することを示唆した結果である． 

 

6.3.3 き裂開口変位   

図 6.11 にτm=0，162MPa の各場合に対するき裂に垂直方向の開口変位（COD）

を示す．すなわち，(a) τm =0 の場合の無負荷時とσa =162MPa を作用させたとき

のき裂開口量（τm =0，σa =162MPa），(b) τm =162MPa の場合の無負荷時と傾斜

ジグ取付け時のき裂開口量（τm =162MPa，σa =0）と無負荷時と傾斜ジグに取付

け，σa =162MPa 作用させたときのき裂開口量（τm =162MPa，σa=162MPa）を示

す．なお，r はき裂先端からの距離である．σa=162MPa が作用する場合，COD

と ar / の間には線形関係が認められ，a の増加とともに同じ ar / に対する

COD は大きくなる．ここで，平面応力に対して，COD は次式で表される（6.14）． 

 

a
r

E
aFr

E
KCOD

2
8

2
8 σ

π
ⅠⅠ ==  (6.10) 

 

ここで，E はヤング率である．本実験のような表面き裂に対しても，式（6.10） 
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Fig.6.9 Relationship among da/dN, ∆KⅠand KⅠmax 
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Fig.6.10 Relationship between da/dN, KⅠΣmax 
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に類似した関係が成立するため，上述の結果が得られたと考えられる．そこで，

図 6.11 の関係を線形近似し，r=50µm における値を COD50 とし，KⅠΣ max と COD50

の関係を式（6.10）に類似した次式で近似してみた． 

 

E
rK

COD max
50

Σα Ⅰ∗=  (6.11) 

 

ここで，α ∗は比例定数である．E=72GPa として，COD50 からα ∗ を求めれば，

すべての条件でおおよそ同じ値となり，α ∗=2.6 ±0.4 となった．この値は，式

（6.10）の値（ 19.32/8 ≅= π ）よりも小さい．これは，き裂先端での圧縮残

留応力によるためであると考えられる（6.16）．また，（a）と（b） のσa =162MPa が

作用する場合を比較すると，τm が作用している場合のほうが同じ a に対する

COD も増加するのが認められる．さらに，（b）のτm =162MPa のみが作用する

場合でも，き裂の先端から離れた箇所では若干き裂が開口するのが確認できる．

これらの結果は，τm のき裂に垂直な開口応力成分によるためであるといえる．

ここで， 疲労き裂では，その先端に圧縮残留応力が存在するため，き裂先端開

口応力σtop 以下ではき裂先端は閉口することが知られている（6.17）．そこで，σtop

を外挿法（6.11）により求めた．すなわち，まず，種々の応力σ に対する COD を

計測し，σ - COD 関係を各 COD 測定箇所に対して求める．この関係を線形近似

し，COD=0 へ外挿したσ をき裂開口応力σop とし，各 COD 測定箇所に対して求

める．次に得られたσop と各 COD 測定箇所における r との関係を線形近似し，

r=0 へ外挿したσop をσtop として求めることができる．得られたσtop を表 6.4 に示

す．表より，τm の開口応力成分（τmsin2θc ≒47MPa）とσtop の値は近い値である

ので，（b）のτm=162MPa のみが作用する場合，き裂の先端はまだ閉口したまま

であると考えられる．しかしながら，き裂先端から離れるにつれてき裂開口応

力は先端の値よりも低下するので， ar / の増加と共にき裂が開口する結果が

得られたと考えられる．さらに，（b）τm=162MPa の場合, τmsin2θc ≒σtop とみな

せるので，図 6.9 に示した応力波形より，き裂を開口させる応力範囲σeff は，

σa (1+cos2θc ) / 2=0.98σa≒σa と考えることができる．一方，（a）τm=0 の場合， σeff 

= σa-σtop で表され，一般にσtop > 0なので，τm =162MPa の場合のほうのσeff が大 
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Fig.6.11 Relationship between COD and ar /  
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きくなる．したがって，COD の増加がき裂進展速度の増加を引き起こした原因

であると考えられる．そこで，き裂先端近傍の開口量 COD50 を用いて，da/dN

を整理すれば，図 6.12 となる．図より，き裂先端近傍の開口量を利用すれば，

da/dN はτm の有無によらず，ほぼ一つの直線で表されることがわかる．したが

って，KⅠΣ max や COD50 はτm の作用下でもき裂進展速度を統一的に整理できる有

効な破壊力学パラメータであるといえる． 

 

Table 6.4 Crack tip opening σtop 

a [mm]  1.0 1.5 2.0 

σtop [MPa] 52.6 48.7 33.6 
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10-8
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Fig.6.12 Relationship between da/dN and COD50 
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生・進展角度と進展速度を調査し，破壊力学パラメータを用いてこのような負

荷におけるき裂進展速度の評価方法を提案した．得られた結果を要約すれば，

以下のようになる． 

（１） 切欠きから発生した疲労き裂は，繰返し曲げ応力σa の作用方向と直交す

る方向から傾斜して成長し，巨視的にほぼ直線状に進展する．この傾斜

角は静的せん断応力τm の増加とともに大きくなる． 

（２） 等価応力Σ を用いたクライテリオンを採用すれば，ほぼ妥当なき裂進展

方向を予測できる． 

（３） き裂長さの半長 a とき裂深さ b との関係には，τm の影響はほとんど認め

られないが，き裂進展速度はτm の存在により大きくなる． 

（４） き裂の進展に支配的な応力成分がモードⅠ成分であるとして求めた∆KⅠ

と KⅠmax よりも，Σa とΣm を用いた最大応力拡大係数 KⅠΣ max のほうが，

き裂進展速度 da/dN を統一的に整理できる． 

（５） τm の存在は，COD の増加を引き起こす．これはτm のき裂に垂直な開口

応力成分によると考えられる． 

（６） き裂先端から 50µm における開口量 COD50 を用いて，き裂進展速度を整

理すれば，da/dN はτm の有無によらず，ほぼ一つの直線で表される． 
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第 7 章 結 論 

実験応力解析法の一つである銅めっき応力測定法は，銅めっきを施した機械

要素，あるいは電着銅薄膜を接着した機械要素が繰返し負荷を受けると，電着

銅薄膜に発生する成長粒子面積の増加速度 dr*/dN が最大せん断応力振幅τmax に

支配される点を利用し，応力測定を行なう．本測定法は，粒子の粒径が 10µm

～100µm であるため，局所的な領域に対する適用性に優れている．一方，本測

定法は以下のような問題点もある．①二軸応力比 C（= σ2/ σ1）が正と負の両応

力状態において，主応力振幅σ1，σ2 を求める基礎式が異なるため，材料の疲労

挙動を評価する上で重要なσ1，σ2 を測定するには，従来の方法では，C の符号

が判定できない．②C<0 となる場合，主応力σ1，σ2 を検出するためには，τmax

に加えて C を測定する必要がある．このため，従来の方法では，銅薄膜に円孔

を作製する必要があるが，測定の簡便さや分解能の観点から十分とはいえない．  

本論文では，上述のような従来の銅めっき応力測定法の問題点を解決するこ

とで，機械要素表面に作用する主応力σ1，σ2 の検出を可能にし，また局所領域

の応力測定に適している特長を一段と発展させた．さらに，動力伝動シャフト

などによく作用する繰返し曲げ‐静的ねじり組合せ負荷などのように異種の静

的応力が作用する場合に，提案した手法が適用できるか検討を加えた．異種の

静的負荷が重畳することで，せん断応力が最大となる方向が時間とともに変動

することになり，材料の疲労すべり挙動が明らかに異なる報告があることから，

本手法を適用させるためには，このような負荷における成長粒子の発生および

成長挙動を調査する必要がある．最後に，このような負荷において，表面に発

生した疲労き裂進展速度に着目して調査した報告がほとんど見当たらないこと

から，静的ねじり負荷がき裂進展速度に及ぼす影響を調査し，破壊力学パラメ

ータを用いた裂進展速度の評価方法を提案した． 

本論文の研究結果を総括すると以下のようになる． 

第 1 章では，本研究の目的，意義ならびに研究内容の概要を述べた． 

第 2 章では，銅めっき応力測定法の二軸応力比 C の符号判定が不可能である

問題点に対し，成長粒子の粒子成長方向θ *を利用した C の符号判定方法を提案

した．すなわち，C が負と正の両場合において，τmax がそれぞれ銅薄膜の平面
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内と厚さ方向に作用することから，θ *に生ずる差異を調査した．その結果， θ *

の相対度数分布は，C<0 の場合 90 度ごとにピークが現れるのに対し，C>0 の場

合は一様な分布となった．したがって，その分布形を正弦関数で近似し，近似

式中の振幅を表す係数 a1 と周期を表す係数 b1 を利用すれば，C の符号を判定で

きることを明らかにした．また，符号判定を行なう際に測定必要な粒子数はお

およそ 50 程度であり，局所領域の応力測定の特徴を失うことなく符号判定が可

能であることを明らかにした．さらに，最大せん断応力τmax を測定するために

必要な成長粒子面積の増加速度 dr*/dN は，C>0 のほうが C<0 より小さくなる

ことを明らかにした．この原因は，C が正負の場合に生じる粒子成長方向が異

なるためであると考えられる． 

第 3 章では，C<0 の場合に対し，粒子成長方向θ *利用した主応力σ1 ，σ2 測

定方法を提案した．本研究から，θ *は最大せん断応力の作用方向Θ *に支配さ

れ，その相対度数分布はピーク値が 90°毎に発生する周期性を示すことが明ら

かになった．したがって，正弦関数用いて分布形を近似し，そのピーク値を求

めることでΘ *を検出できることを可能にした．また，Θ *と主応力σ1 ，σ2 の間

には弾性学的に固有な関係が成立することから，本手法よりσ1 ，σ2 を検出でき

ることになる．さらに，θ *の相対度数分布において，ピーク値を中心に左右

45°の範囲内の領域は正規分布に従うことから，所定の誤差と信頼係数に対し

て，測定に必要な粒子数を見積もることができる．その結果，統計的手法によ

り主応力を測定する際に，最大で必要な領域を見積もった結果，C=-0.05，測定

誤差δ=3%でおおよそ 9mm2 であり，従来の円孔を用いた手法に比べ，応力測定

法の分解能を大幅に向上させた． 

第 4 章では， EBSD（Electron back scatter diffraction）法を用いた二軸応力の

測定方法を提案した．本手法より，C<0 の場合，粒子成長がτmax に支配される

ため，すべり方向<110>の一つがτmax の作用方向Θ *と一致することが明らかと

なった．したがって，{110}極点図より<110>方向を計測することで，Θ *の検

出を可能にし，C およびσ1 ，σ2 を検出できることを明らかにした．また，C が

0 に近づくにつれて，厚さ方向のせん断応力τmax1-3 が粒子成長に及ぼす影響が増

加し，ND の方位マッピング図に現れる{110}面の割合が-0.32≦C≦0 範囲内で

急激に減少することが明らかとなった．その結果，C がこの範囲内の場合，ND
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の方位マッピング図において，{110}面を示す粒子の割合を用いれば，組合せ応

力の方向が未知でも C の検出が可能となった．特に，微小領域の結晶方位解析

において最も分解能の高い EBSD 法を用いたことで，本手法による分解能は

500µm×500µm になった．これは他の応力測定法と比べても優れた分解能を実

現した． 

第 5 章では，回転曲げ‐静的ねじり組合せ負荷に対し，4 章までで提案した

新しい手法の適用について検討した．本章では，dr*/dN および成長粒子発生の

限界応力τp について調査した結果，異種の静的負荷の重畳による成長粒子の発

生および成長過程に静的せん断応力がほとんど影響しないことを明らかにした．

また，このような負荷の最大せん断応力振幅が作用する面を調査した結果，繰

返し曲げのみ作用する時と同じ面となることが明らかとなり，dr*/dN およびτp 

がこのような負荷においても，せん断応力振幅成分に支配されることが示され

た．さらに，成長粒子の形状は，平面曲げ試験および回転曲げ‐静的ねじり組

合せ疲労試験において，明確な差異が認められなかった．すなわち，せん断応

力が最大となる面の変動が，粒子成長にほとんど影響しないことを示した．し

たがって，前章までで提案した手法はこのような負荷においても適用でき，疲

労損傷に主に寄与する繰返し応力成分を正確に検出できることが明らかとなっ

た． 

第 6 章では，A7075 アルミニウム合金を対象とし，繰返し曲げと静的ねじり

が重畳する平板に発生した表面き裂の進展挙動について検討した．切欠きから

発生した疲労き裂は，繰返し曲げ応力σa と直交する方向から傾斜して成長し，

巨視的にほぼ直線上に進展する．すなわち，き裂進展はモードⅠ成分に支配さ

れており，また重畳した静的せん断応力τm がき裂進展に影響することが明らか

となった．すなわち，τm のき裂に垂直な開口応力成分より，き裂開口変位 COD

が増加し，き裂進展速度 da/dN が大きくなることがわかった．したがって，こ

のような負荷に対し，遠藤らが提案した等価応力Σ を用いることで，き裂の進

展方向の予測できることを明らかにした．さらに，最大応力拡大係数 KⅠΣmax を

用いることで，き裂進展速度 da/dN を統一的に整理できることを明らかにした． 

 以上，本研究により，従来の銅めっき応力測定法の問題点を解決し，その特

徴を発展させることで，材料の疲労過程を支配する最大せん断応力と主応力を
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精度よく測定でき，かつ高度な分解能を有する応力測定手法を提案した．また，

本手法は回転曲げ‐静的ねじり組合せ負荷を受ける動力伝達シャフトのような

機械要素にも適用でき，疲労損傷に主に寄与する応力振幅成分を検出できるこ

とを明らかにした．さらに，動的応力に異種の静的応力が重畳する場合に対し，

静的応力の有無にかかわらず，表面に発生した疲労き裂の進展速度を評価する

手法を提案し，損傷許容設計などに有用な資料を提供した． 
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